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第3章 松山商科大学教授時代
1949（昭和24）年4月1日，松山商科大学（以下，松山商大と略）が誕生
した。初代学長に伊藤秀夫が就任し，財団法人の専務理事も兼務した。この時，
65歳であった。
星野通も松山商大教授に就任した。このとき48歳であった。
1）1949（昭和24）年度
松山商大発足時の校務体制は，教務課長は高商時代以来長く続けていた大鳥
居蕃に代わり（1934年10月～1949年4月），新しく太田明二が就任した（1949
年4月12日～1957年4月30日）。学生課長は古茂田虎生が引き続き務め（1948
年1月～1952年5月），また庶務課長も増岡喜義が引き続き務め（1943年3月
～1952年6月），伊藤学長を補佐した。1）大学昇格と共に図書課長名が図書館長
名に変わり，星野通は初代図書館長となった。また，財団法人面では星野通は
法人理事を引き続き務め（1946年12月～），大鳥居蕃（1947年9月～）と共
1）『松山商科大学六十年史（資料編）』129頁。学生課長，生徒課長名には歴史があり，松
山高商発足時には学生課長名であったが，1933年5月より生徒課長名となり，1949年4
月から再び学生課長名に改めた。
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に伊藤専務理事を補佐した。
大学発足時の教授陣は次の通りである（かっこ内は生年月日，学歴，就任年
月，担当科目，就任順に示した）。
学長 伊藤 秀夫（1883年9月19日，早稲田大学卒，1926年9月）
教授
古川 洋三（1898年7月12日，関西学院高商部，ウイスコンシン大学
卒，1923年4月，英語，交通論，保険論）
星野 通（1900年10月1日，東京帝大卒，1925年4月，民法第1部，
2部，3部）
大鳥居 蕃（1901年5月29日，東京商大卒，1925年6月，国際経済論，
国際金融論，商業政策）
増岡 喜義（1903年12月25日，九州帝大卒，1929年5月，財政学）
川崎 三郎（1900年9月5日，東京商大卒，1934年10月，経営比較）
浜 一衛（1909年9月2日，京都帝大卒，1938年4月，第二外国語・
華語）
古茂田虎生（1902年10月2日，東京商大予科卒，1941年4月，英語）
太田 明二（1909年5月30日，神戸商業大卒，1933年6月，景気論，
会計学）
伊藤 恒夫（1912年1月3日，京都帝大卒，1948年3月，倫理学，教
育学）
助教授
山内 一郎（1903年1月14日，九州帝大卒，1947年3月，英語）
二神 春夫（1909年3月3日，九州帝大卒，1947年9月，英語，実用
英語）
五島 伝（1905年12月3日，日本体育専門学校卒，1948年9月，体
育）
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講師
高橋 始（1899年4月7日，早稲田大学卒，1926年4月，政治学）
三好 俊夫（1921年10月22日，神戸商業大卒，1946年11月，生産管
理，労務管理）
越智 俊夫（1924年1月11日，東京帝大卒，1946年12月，商法2部，
社会法）
作道洋太郎（1924年9月23日，九州帝大卒，1947年9月，社会思想史）
研究員
元木 淳（1922年2月8日，東京商大卒，1949年3月，財務管理，
簿記実践）2）
そして，大学発足にともない，新しく赴任した専任教員は次の通りである
（生年月日，学歴，経歴，担当科目）。
専任教授
重松 俊章（1883年11月18日，九州帝大卒，文学士。元九州帝大教授。
歴史学，文化史）
根岸 正一（1889年1月1日，神戸高商卒。小樽高商，高松高商，福知
山高商教授等。原価計算，会計監査）
藤本 貫一（1893年5月1日，大阪高等工業学校応用化学科卒，工学
博士。住友鉱業別子鉱業勤務を経て大阪ペイント研究部
長。化学）
上田藤十郎（1899年11月15日，京都帝大卒。京大農学部講師，昭和
高商教授，大阪女子経済専門学校教授，名古屋市史編纂主
2）『松山商科大学設置認可申請書』，『松山商科大学三十年史』（以下，『三十年史』と略す）
84～85頁および『三十年史』の「補遺 松山高等商業（経済専門）学校，松山商科大学現
（旧）教職員名」など。
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任等。経済史概論，日本経済史）
山下 宇一（1899年12月1日，東京商大卒，商学士。元大分経専教授。
銀行論，金融経済学）
八木亀太郎（1908年10月9日，東京帝大文学部言語学科卒，文学士。
東京帝大副手，助手，満鉄東亜経済調査局西南アジア班研
究主任，東海大学教授。文学，ドイツ語）
専任助教授
菊池金二郎（1905年7月11日，東京商大卒，商学士。前，兵庫県立神
戸経済専門学校教授。簿記実践）
専任講師
高村 晋（1907年11月25日，京都帝大法学部卒。元京城経専教授。
法学士，法学）
松木 武（1914年11月16日，京都帝大理学部卒，理学士。数学，
統計学，商業数学）
山本 謙一（1919年9月23日，経済学士，元松山語専教授。英語，実
用英語）
岡本 真一（生年月日不明，東京商大卒。元神戸経専教授。貿易論）
さらに，伊藤学長は大学設置にあたり，次のような錚々たる教授陣を外部講
師として招いた。なお，住谷悦治，建林正喜，天野元之助教授は前年の『申請』
では専任教員として採用の予定であったが，いずれも実現しなかった。
住谷 悦治（同志社大学教授。経済原論・社会政策）
建林 正喜（広島大学教授。計画経済）
長 守善（中央大学教授。経済学史・経済政策概論）
宮本 又次（九州大学教授。西洋経済史）
天野元之助（京都大学教授。東洋経済史）
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戸田 義郎（神戸大学教授。経営学総論）
丹波康太郎（神戸大学教授。財務管理・簿記原理）
青山 道夫（九州大学教授。民法）3）
さて，松山商大の第1回入学試験について見てみよう。大学入学案内の大要
は次の通りである。
「1，募集人員
松山商科大学第一年 二二〇名（経済学科，経営学科各約一一〇名）
松山商科大学第二年 二二〇名（経済学科，経営学科各約一一〇名）
松山経済専門学校第二学年 一八〇名
2，入学資格
松山商科大学第一年及び松山経済専門学校第二学年（共通）
イ，新制高等学校を卒業した者
ロ，通常の課程による十二年の学校教育を修了した者
ハ，旧制高等学校高等科，大学予科又は専門学校の第一学年修了者
ニ，その他新制高等学校卒業者と同等以上の学力ありと認められる
者
松山商科大学第二年
旧制高等学校高等科，大学予科又は専門学校の第二学年修了者及び
これと同等以上の学力ありと認められた者
3，試験科目
大学第一年及び経専第二学年志願者 左記教科群のうち一教科
国語，社会（一般社会及び時事問題，東洋史，西洋史，人文地理，
3）『愛媛新聞』昭和24年4月10日。『三十年史』130，131頁，『三十年史』の「補遺，松
山高等商業（経済専門）学校，松山商科大学現（旧）教職員名」，『松山商大新聞』第23号，
1949年5・6月合併号，1949年6月1日。
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国史），数学（解析Ⅰ，解析Ⅱ，幾何，又は簿記），理科（物理，化
学，生物，地学），外国語（英語）
但し旧制専門学校出身者は，理科に代えて，商業学，経済学，法
律学のいずれか一科目を選択受験することができる。
大学第二年志願者
英語（必答）
哲学，西洋史（ルネッサンス以後），経済，法律，簿記の内より2科
目」4）
募集人員は経済・経営学科とも110名となっている。文部省定員は100名で
あったので，1割増で募集した。また，開学初年度において2年課程まで開講
することになっていたので，1年生だけでなく2年生の募集も行なった。さら
に，経専の1年生修了者が大部分新制大学1年に横滑り入学することが予想さ
れたので，その補充のために経専2年生も募集した。5）
出願は3月1日より25日まで行なわれ，その結果，志願者は大学1年が576
名（うち，経専2年併願が246名），2年が141名，経専2年が265名（うち，
大学1年併願が246名）であった。6）予想通り，経専2年生の大半が大学1年を
志願した。
入学試験は4月1日から3日にかけて，本校，京都，福岡の地で行なわれた。
入試科目は，国語，社会，数学，理科，英語の5科目であった。4月11日に
合格発表がなされた。
そして，4月30日，松山商大第1回入学式が挙行された。入学者数は1年
生は379名，うち経済学科が256名（女子1名），経営学科が123名であった。
4）『三十年史』122～123頁，『松山商科大学五十年史』（以下，『五十年史』と略す）251～
252頁。
5）『三十年史』121，122頁。
6）『三十年史』121頁。
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経済学科は定員が110名であったので約2倍も入学し，予想が大きくはずれ
た。他方，2年の入学者はわずか118名で，定員（220名）の約半分であり，
これまた予想が大きくはずれた。さらに，経専の2年も定員（180名）のうち，
わずか75名しか入学せず，定員を大きく下回り，これまた予想がはずれた。7）
第1回入学式の式辞において伊藤学長は，大学昇格に対し新田家を始め各界
の努力に感謝すると共に，文化国家日本の建設の大業のために日本人の人間と
しての再生が必要で，そのためには教育改革が必要であり，特に大学教育にお
ける人間育成・一般教養の重要性を強調した。即ち，一般教養によって広い視
野をもち，世界の事情に通じ，世界の諸国民と互いに交わり，世界平和と人類
の福祉増進に貢献し得る様な立派なグッドシチズンをつくることが新制大学の
目的であること，そして，大学生活が決してロマンチックなものではないこと
を覚悟すべきと戒め，体育の意義，スポーツマンシップの意義を格調高く論じ
た。まさしく伊藤学長の年来の教育観・人生観による本領発揮の式辞であっ
た。8）
この第1回の入学者の学生の中に，今井琉璃男（1928年1月14日松山市生
まれ。旧制新田中学卒，旧海軍経理学校敗戦中退，1949年旧制松山高等学校
卒。2年編入生。後，愛媛新聞社社長，温山会長）や水木儀三（1929年生ま
れ。陸軍士官学校敗戦中退。2年編入生。後，伊予銀頭取）などがいる。
さて，大学発足時の講義科目ならびに陣容は次の如くであった。9）
専任はいうまでもなく本学の専任教員であり，兼任は他大学からの講師＝非
常勤であり，兼担は本学の専任教員が他科目を兼務担当する意味である。
7）『三十年史』113，118，143頁。
8）『松山商大新聞』第23号，1949年5・6月合併号，1949年6月1日。『五十年史』252
～254頁。
9）『松山商大新聞』第23号，1949年5，6月合併号。『三十年史』130～132，142頁。専
任，兼任，兼担について疑問と思われるものは〔 〕で訂正した。
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学科目 担当者 職名 専任兼任兼担の別 備考
一般教養科目
Α 人文科学関係
哲学 大喜多 秀 講師 兼任 愛媛大学
論理学 大喜多 秀 講師 兼任 愛媛大学
心理学 宇津木 保 講師 兼任 愛媛大学
倫理学 伊藤 恒夫 教授 専任
教育学 伊藤 恒夫 教授 専任
人文地理学 村上節太郎 講師 兼任 愛媛大学
文化史 重松 俊章 教授 兼担
文学 八木亀太郎 教授 専任
東洋思想史 今村 完道 教授 兼任
英語 古川 洋三 教授 兼任〔兼担〕
英語 古茂田虎生 教授 専任
英語 二神 春夫 助教授 兼任〔専任〕
英語 山内 一郎 助教授 専任
英語 山本 謙一 講師 兼担
独逸語 三好助三郎 講師 兼任 愛媛大学
独逸語 八木亀太郎 教授 専任
独逸語 吉元 真一 講師 兼任 愛媛大学
中華語 浜 一衛 教授 専任
Β 社会科学関係
社会科学概論 住谷 悦治 教授 兼任 同志社大学
法学 高村 晋 講師 専任
政治学 高橋 始 講師 専任
経済学 建林 正喜 教授 兼任 広島大学
歴史学 重松 俊章 教授 専任
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家政学 未定
С 自然科学関係
自然科学概論 橋本 吉郎 講師 兼任 愛媛大学
数学 松木 武 講師 専任
化学 藤本 貫一 教授 専任
生物学 大植登志夫 講師 兼任 愛媛大学
地学 未定
統計学 松木 武 講師 専任
工学 未定
経済学科専門科目
Α 経済学部門
経済原論 住谷 悦治 教授 兼任 同志社大学
経済学史 長 守善 教授 兼任 中央大学
景気論 太田 明二 教授 兼担
計画経済 建林 正喜 教授 兼任 広島大学
経済学特殊講義 未定
Β 経済史部門
経済史概論 上田藤十郎 教授 専任
西洋経済史 宮本 又次 講師 兼任 九州大学
東洋経済史 天野元之助 教授 兼任 京都大学
日本経済史 上田藤十郎 教授 専任
С 経済政策部門
経済政策概論 長 守善 教授 兼任 中央大学
商業政策 大鳥居 蕃 教授 兼担
工業政策 未定
農業政策 中尾 鉱 講師 兼任 愛媛農林専門
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Ｄ 財政及び金融部門
財政 増岡 喜義 教授 専任
金融経済学 山下 宇一 教授 専任
Ε 国際経済部門
国際経済論 大鳥居 蕃 教授 専任
国際金融論 大鳥居 蕃 教授 専任
Ｆ 統計学部門
経済統計学 家本秀太郎 講師 兼任 神戸大学
Ｇ 地理学部門
経済地理学 村上節太郎 講師 兼任 愛媛大学
経営学科専門科目
Α 商業学部門
配給論 未定
銀行論 山下 宇一 教授 専任
貿易論 岡本 真一 講師 兼任 元神戸商大
交通論 古川 洋三 教授 専任
保険論 古川 洋三 教授 専任
商品学 菅野源一郎 講師 兼任 松山南高校
商業数学 松木 武 講師 兼担
実用英語 二神 春夫 助教授 専任
実用英語 山本 謙一 講師 専任
商業学特殊講義 未定
Β 経営学部門
経営学総論 戸田 義郎 講師 兼任 神戸大学
生産管理 三好 俊夫 講師 専任
労務管理 三好 俊夫 講師 専任
財務管理 丹波康太郎 講師 兼任 神戸大学
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経営比較 川崎 三郎 教授 専任
経営学特殊講義
（科学的管理法）
鈴木 隆 講師 兼任 愛媛県立産業能率研究所
С 会計学部門
会計学 太田 明二 教授 専任
簿記原理 未定
簿記実践 菊池金二郎 助教授 専任
原価計算 根岸 正一 教授 専任
会計監査 根岸 正一 教授 専任
共通専門科目
Α 社会学部門
社会学 未定
社会政策 住谷 悦治 教授 兼任 同志社大学
社会事業 未定
社会思想史 作道洋太郎 講師 専任
Β 法学部門
民法（第一部） 星野 通 教授 専任
民法（第二部） 星野 通 教授 専任
民法（第三部） 星野 通 教授 専任
民法（第四部） 青山 道夫 教授 兼任 九州大学
商法（第一部） 今井 源良 講師 専任
商法（第二部） 越智 俊夫 講師 専任
商法（第三部） 今井 源良 講師 専任
社会法 越智 俊夫 講師 専任
憲法 大野 盛直 講師 兼任 愛媛大学
法学特殊講義 高村 晋 講師 兼担
体育
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体育実技・講義 五島 伝 助教授 専任
体育講義 菅井 久隆 講師 専任
星野通の大学での授業科目は民法の第一部～三部で，それまでのドイツ語か
ら解放されている。その代わりにドイツ語を担当したのが八木亀太郎である。
1949（昭和24）年度の『学生便覧』が5月末に配布された。その中に「将
来計画として法学部をできるだけ早く設置する」10）旨の記載があった。『大学
設置認可申請書類』の一四「将来の計画」で「Ａ 法学部増設は県市各方面よ
り要望せられているので，財政上及び教授選任上より当分困難であるが，出来
得る限り早く実現したい」11）と記していたが，それを『学生便覧』に盛り込ん
だ。しかし，法学部が開設されるのは，1988（昭和63）年であり，何と39年
後である。
5月29日，伊藤学長は故新田長次郎の誕生日を期し，松山商科大学開学記
念式典を挙行した。愛媛県，松山市，各種団体代表者，本学財団関係者，温山
会関係者等多数列席し，一橋大学教授で歴史学者の上原専禄氏（京都市の生ま
れだが，小学校，中学校時代松山に居住）が記念講演を行なった。12）
6月，教授会は「指導教授制度」を制定した。この指導教授制度は新入生を
して在学中の指導者として専任教員一人を選び学習その他をこの指導教授に相
談せしめる制度であった。13）
星野通は，『松山商科大学新聞』第24号（1949年7月1日）に新刊紹介と
して，中川善之助著『新民法の指標と立案経過の点描』（朝日新聞社，1949年）
を取り上げている。その紹介の大要は次の如くで，「封建的家族制度」を廃止
した新民法を高く評価していることがわかる。
10）1949（昭和24）年度の『学生便覧』。
11）『松山商科大学設置認可申請書』（国立公文書館）。
12）『三十年史』135頁。
13）『五十年史』254頁。
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「家族生活に関する法律はすべて個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚
して制定されねばならないという新憲法精神に従って23年1月1日より
新しい親族法，相続法が登場した。それにより伝統の封建的家族制度は崩
壊し，人間を人間として尊重する新家族法が出現したわけである。本書は
新家族法の起草立案に親しく参加した生みの親とも言うべき著者が深き理
解と著者独自の流暢な筆致をもって旧法と比較しつつ新法の真精神を解明
したものである。本書は青山道夫教授の『新しい民法』とともにその最高
峰というべきものである。諸君は本書を読んで戸主権絶対，父権強大，長
子単独相続を骨子とする伝統的家制が全面的に廃止され，新しく誕生した
昭和新家族法が如何に個人を尊重し，男女の差別を廃するヒューマニス
ティクなまたデモクラティクな立法であるかをよく知り得るであろう。本
書末尾の『民法改正覚書』は臨時法制調査会，新法案起草者の独りとして，
昭和の穂積陳重博士の役割を演じた著者が要綱起草より法案国会通過に至
るまで経過を物語った回顧録であり，問題の焦点だった『家』の廃止，即
ち伝統的大家族制廃止をめぐって激しく展開した保守，進歩両思想の対立
相剋の描写などあたかも明治25年民法典論争或いは明治31年民法の編纂
当時における新旧両思想の対立を偲ばしめ，興趣つきざるものが多く，教
えられる所大である」14）
この一文から，星野通は明治31年の民法について，ダイヤモンド社の『明
治民法編纂史研究』では，家族法分野では「旧慣美風とヨーロッパ的個人主義
の長所との調和が努力された身分法においても寧ろヨーロッパ的色彩が強く」
（同著，203頁）と，封建的側面を過少評価していたが，ここでは家族法分野
を「封建的家族制度」と言い，その廃止を高く評価しており，新民法発足とと
もに，見解を修正したとみてよいだろう。
14）『松山商大新聞』第24号，1949年7月1日。
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また，星野通は道後南町1丁目の家から清水町2丁目の校宅に移転した。隣
は伊藤恒夫であった。15）
9月15日，理化学室が竣工した（4号館の南側）。
9月，中国語の浜一衛教授が退職した。1938（昭和13）年4月赴任以来中
国語の中心教員で，大学開設の重要な教員でもあった。16）そのため，11月，伊
藤学長は中国語の嘱託講師として小原一雄を採用した。17）
1950（昭和25）年1月，『松山商大論集』第1号が「開学記念論文集」とし
て本学商経研究会（会長は伊藤秀夫学長）により創刊された。商経研究会は
1933（昭和8）年4月商事調査会として発会し，1938（昭和13）年「商経研
究会」に再組織され，同年12月「松山高商論集」第1号（創立15周年記念号）
が刊行され，1944（昭和19）年に校名変更と共に「松山経専論集」に改めら
れ，第7号（1949年2月）まで刊行された。そして，1949年4月大学昇格と
共に「松山商大論集」に改名され（題字は伊藤秀夫学長），1950年1月に「開
学記念論文集」が「社会科学の諸問題」と題して創刊されたのである。
伊藤学長が巻頭の辞のなかで，米国教育使節団の勧告の受け入れ，新制大学
における一般教養の重要性への認識とともに，新制大学における大学教授の3
つの使命・任務－①学者として真理の探求，②教師として学生をグッドシチズ
ンたらしめる養成，③師匠として学生に真の職業人たらしめる技術的訓練－を
格調高く述べている。18）
そして，この「開学記念号」に執筆した教授陣並びに論文名を掲げれば次の
如くであった。
15）『松山商大新聞』第24号，1949年7月1日。
16）『三十年史』の「補遺 松山高等商業（経済専門）学校，松山商科大学現（旧）教職員
名」より。
17）小原一雄は1913年10月5日生まれ。東京外国語学校卒，大連高等商業学校教授等をへ
て松山外国語専門学校教授であった（『三十年史』141頁。『松山商大新聞』第60号，1954
年12月17日）。
18）『松山商大論集』第1号「開学記念論文集」1950年1月。
星野博士の学問と松山商科大学の歴史（その5） 175
住谷 悦治（同志社大学教授兼本学教授）「幕末，明治西洋経済学移入系
譜－致富の術としての経済学－」
長 守善（中央大学教授兼本学教授）「更生経済学の展開」
建林 正喜（広島大学教授兼本学教授）「国際賃金論序説」
太田 明二（本学教授）「賃金と雇用」
三好 俊夫（本学教授）「ラーナーの統制経済学について」
川崎 三郎（本学教授）「企業の民主化と企業形態」
天野元之助（京都大学人文科学研究所所員兼本学教授）「代田と区田－漢
代農業技術考－」
上田藤十郎（本学教授）「三河国前芝における海苔場割制度」
宮本 又次（九州大学教授兼本学教授）「歴史の時代区分について」
山下 宇一（本学教授）「英国銀行業の起源に関する異説に就て」
古川 洋三（本学教授）「樽廻船について（続）」
作道洋太郎（本学教授）「宇和島藩藩札史」
青山 道夫（九州大学教授兼本学教授）「養子制度研究序説」
星野 通（本学教授）「再説現行民法制定史㈠－法典調査会の成立とそ
の構成－」
越智 俊夫（本学教授）「法典編纂－明治法律史の一断片－」
高橋 始（本学教授）「アショカとその政治思想」
重松 俊章（本学教授）「東亜古代の祓除に就て」
八木亀太郎（本学教授）「古代波斯社会制度の文献学的考察－特に「種性」
の問題について－」
伊藤 恒夫（本学教授）「現代日本倫理の二元性－わが国の封建意識とは
いかなるものか－」
浜 一衛（本学教授）「皮黄之の成立」
古茂田虎生（本学教授）「文化と特殊化」
山内 一郎（本学教授）「On some Temporal Expression㈠」
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山本 謙一（本学教授）「Key to English」19）
「開学記念論文集」で，星野通が執筆した「再説現行民法制定史㈠－法典調
査会の成立とその構成－」は，ダイヤモンド社から刊行した『明治民法編纂史
研究』の第四編「現行民法編纂史」の第一「法典調査会設置の協議会」と第二
の「法典調査会の成立とその組織」の項の更なる加筆，詳説であり，論旨に変
更はない。
2月15日，星野通は法政大学法学部依頼の梅謙次郎博士記念特集号の原稿
「三博士と民法制定－特に梅博士を中心としつつ－」を脱稿し，法政大学に送っ
た。その目次は次の通りである。
「㈠はしがき
㈡民法典論争と梅博士
㈢起草者としての梅・富井・穂積三博士
㈣民法起草編纂と梅博士 」
星野通は㈠の「はしがき」で梅博士と民法制定というのが法政大学から与え
られた課題であるが，博士については特に深く知る所がないが，3博士の協力
によって法典調査会にて行なわれた民法典編纂経過を梅博士に重点をおきつつ
素描することで課題に答えたいとしている。
㈡の「民法典論争と梅博士」は法典調査会の民法編纂の直接原因となった民
法典論争と梅博士の関係を論じたもので，民法典論争の紹介は，これまでの星
野の著書，ダイヤモンド社の『明治民法編纂史研究』の第3編「民法典編纂史
の一環としての法典論争史」，日本評論社の『民法典論争史』の第2章「民法
典論争」，河出書房の『民法典論争史』の第2部「民法典論争史」の端的な紹
19）『松山商大論集』第1号「開学記念論文集」1950年1月。
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介であり，論旨は変わらない。そして，旧民法典断行派の中での梅博士の立場
を星野がこれまで述べてきた以上に鮮明にしている。即ち，梅博士は外観的に
は法典断行派の総帥たる観があるが，真実は終始理論的学問的であり，感情的
なものを内包していない。博士は派閥意識にとらわれず自己の学問的信念より
法典を擁護した大立物であると述べている。
㈢の「起草者としての梅・富井・穂積三博士」はダイヤモンド社の第四編「現
行民法編纂史』の第三「編纂」の〔一〕起草のハ「起草者，起草経過」の簡潔な
要約，加筆であり，三博士とも博学，優秀な学者で，穂積博士は学風は歴史的
法律進化論者，性格は調和性に富み，富井博士は学風はドイツ的法律実証主
義，性格は重厚慎重，清高毅然たる人であり，梅博士は学風は仏法学の大家で
自然法学者自由主義者，性格は淡白且つ公平，感情的でなく公正な人であった
ことを強調している。
㈣の「民法起草編纂と梅博士」はダイヤモンド社の第四編『現行民法編纂史』
の第三「編纂」の〔一〕起草のハ「起草者，起草経過」ニ「起草の分担」，〔三〕
「各種委員会」の簡潔な要約，加筆であり，特に梅博士の法典起草に果たした
役割に焦点をあて，結論的に「比較法学的方法により，法典の立法技術的欠陥
を除去すると共に，身分法分野における伝統尊重のスローガン下に編纂された
三十一年民法典が延期論者の要請を容れ，伝統家制をよく温存し乍らも，猶若
干の個人主義的身分法理を内に内蔵していたのは勿論時代の流れに敏感だった
三起草者の良識によるものであったが，殊に個人主義的自由主義的傾向の強
かった自然法学者梅博士の進歩的意見に因る所大なるものがあった…博士の自
由主義的進歩的な見解は法典各所ににじみでている」（52～53頁）と，自由主
義的進歩的な条文作成に果たした役割を述べている。20）
なお，この『法学志林』の梅博士特集号には平野義太郎，遠山茂樹も論文を
依頼され，掲載されている。遠山茂樹は「民法典論争の政治史的考察」におい
20）『法学志林』第49巻第1号，1951年8月。
178 松山大学論集 第31巻 第1号
て，平野義太郎・星野通の研究成果には非常に教えられることが多かったが，
法典論争の性格について，彼らの如く，西欧的進歩主義と封建的国粋的保守
主義，自由民権主義と国家主義，藩閥主義との対立として簡単に規定し去るこ
とは「無理」である，民法典論争は，元老間の対立，閣内の対立，官僚相互の
対立，自由・改進両党内の対立，吏党内部の対立など一切の政治勢力の横断的
対立であり，法典論争当時，平野の主張する自由民権法学はすでに死滅して
おり，その代表である大井憲太郎は対外硬に変質していたなどと指摘してい
る。21）
1950（昭和25）年3月，第25回卒業式（経専）が挙行され，178名が卒業
した。22）
同年3月，慶應大学の法制史家手塚豊が，同大学『法学研究』第23巻1，
2，3合併号に「星野通の『民法典論争史－明治家族制度論争史－』（河出書
房，1949年6月）を書評している。手塚は星野通を民法編纂史研究の「先覚
者」であり，「資料の探索にはさぞかし不便も多かろうと思われる四国松山に
居住される教授の不撓の研鑽を想うとき，同じ分野に志す私はとくに深甚なる
敬意を表さずにはおられない」と敬意を表し，星野の著書を要約しながら率直
に書評している。星野の著書には種々の事実誤認があり，また，石井良助，小
早川，青山道夫教授らの先行研究を充分摂取していないこと，さらに旧民法人
事編の性格についての星野が「ヨーロッパ個人主義的」であったと論断する見
解には賛成できないとして，次のように述べている。
「（明治23年民法）人事編第一草案は，反『淳風美俗』的，言いかえれ
ばヨーロッパ市民法的色彩のきわめて強いものであった。しかるに，この
草案が法律取調委員会，元老院においていくたびか修正を施されるに伴い
21）遠山茂樹「民法典論争の政治史的考察」『法学志林』第49巻第1号，1951年8月。
22）『三十年史』113頁。文部省への『松山商科大学（経済学部，経営学部）設置認可申請書
類』（1961年9月7日）では179名，『温山会名簿』では184名，『六十年史（資料編）』で
は185名である。
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逐次封建的要素を加え，遂にはその性格を根本的に改変したとも考えられ
るのであって，それがため公布された旧民法人事編そのものは明治民法に
対比して勝るとも劣らぬ半封建的民法であったと，私はいいたいのであ
る」と批判した。23）
ただ，手塚はこのときは旧民法人事編の「半封建的民法」論を論証していな
いので，星野通もとくに反論してはいない。
2）1950（昭和25）年度
開学2年目である。本年度の校務体制は，引き続き，教務課長は太田明二，
学生課長は古茂田虎生，庶務課長は増岡喜義が続け，伊藤学長を補佐した。星
野通は図書館長を続け大学図書の充実に努めた。また，財団法人面では星野通
が法人理事を続け，大鳥居蕃と共に伊藤専務理事を補佐した。
伊藤学長は本年度も次のような新しい専任教員を採用した。24）
助教授
大野武之助（1889年10月28日生まれ，松山中学卒。今治中学，松山
中学教諭等歴任。教科教育法，英語）
岩本 猛（1908年5月15日生まれ，1929年3月文部省指定日本体操
学校高等科卒。愛媛県立師範学校教授，松山南高等学校教
諭等歴任。体育）
講師
山桝 忠恕（1922年生まれ，1945年神戸経済大学卒。会計学，会計監
査）
23）手塚豊「星野通教授著『民法典論争史－明治家族制度論争史－』を読みて」慶應大学『法
学研究』第23巻1，2，3合併号，1950（昭和25）年3月，91頁。
24）『三十年史』の「補遺 松山高等商業（経済専門）学校，松山商科大学現（旧）教職員
名」，『三十年史』84～85頁。大野武之助教授退職記念号略歴より。
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今井 源良（1887年12月26日生まれ，大正3年7月東京帝国大学法
律科卒。朝鮮銀行勤務をへて弁護士開業。商法）
広田 喜作（1900年5月26日生まれ，京都帝大文学部卒。フランス語，
文学）
本年度の入試が3月中旬に行なわれた。志願者は330名（うち女子1名）で
前年度の576名に比し大きく減少し，「広き門」となった。
4月，入学式を行ない，245名（うち女子1名）が入学した。経済学科は125
名（うち女子1名），経営学科は120名であった。25）
星野通の大学での授業科目は民法である。26）
4月21日，星野通は図書館長として図書館規則を定めた。27）
さて，この年は，冷戦体制が激化し，朝鮮戦争が起こり，警察予備隊が創設
され，日本の再軍備が進められた時代である。また，大学では民間情報教育局
顧問であったイールズ博士が1949年7月の新潟大学を皮切りに全国各大学で
共産主義思想を持つ教授や学生の追放を説き，イールズ旋風がまきおこり，そ
れに対し，全国の大学でイールズ声明に対する反対運動が激化し，学生運動が
植民地化反対，軍事基地化反対，全面講和と占領軍撤退要求へと運動が政治的
に先鋭化してきた時である。
同年10月13日，公職・教職追放されていた前，高商校長・経専校長の田中
忠夫の追放が政府発表により正式に解除された。28）
また，レッド・パージが全国に吹き荒れ，大学にもそれが及んでいた。『松
山商大新聞』の編輯子がレッドパージ，自治会，学問の自由等について伊藤学
長に問うている。伊藤学長の考えは，全学連の政治的運動には反対で，身近な
問題を取り上げる自治会を認める，穏健な考えであった。29）
25）『三十年史』143頁。
26）『三十年史』132頁。
27）『三十年史』208～210頁。
28）『松山商大新聞』第28号，1950年11月24日。
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11月18日，私立学校法の実施に伴い，従来の財団法人は学校法人に組織変
更が行なわれることになり，本財団では理事会を開き，伊藤専務理事，星野
通，大鳥居蕃，牧野龍夫，田村清寿の各理事，及び新田家から高橋賢吾理事が
出席し，新寄附行為の原案を決定した。それによると，理事，監事を置くのは
従来通りだが，専務理事を理事長とし，また，新たに評議員会を復活し，評議
員には教職員，温山会，学識経験者から16名を選任し，理事会の諮問にこた
え，また理事会は評議員会に予算案等に意見を聞かなければならないというも
ので，評議員会の機能・役割を重視するものであった。30）
そして，12月15日，伊藤専務理事は文部省に対し，財団法人を学校法人に
組織変更を申請し，翌1951（昭和26）年3月5日，文部省から財団法人を学
校法人に組織変更認可を受け，4月から施行されることになった。
1951（昭和26）年3月1日，松山経済専門学校第26回卒業式を挙行した。
経専最後の卒業式で，131名が卒業し，後の再試で75名が卒業した。31）この時
の卒業生の一人に明関和雄（後，マルトモ社長，温山会副会長）がいる。
伊藤学長は新教員として，3月，経済学史の講師として入江奨を採用した。32）
長守善（中央大学教授，兼任）の担当科目の後任であった。入江奨の採用によ
り，1951年度から経済学史は専任教員が担当することになった。
また，伊藤学長は3月に研究員の元木淳を財務管理の講師として採用した。33）
29）『松山商大新聞』第28号，1950年11月24日。
30）『松山商大新聞』第29号，1950年12月15日。
31）『三十年史』133頁。なお同書113頁では212名。文部省への『松山商科大学（経済学部，
経営学部）設置認可申請書類』（1961年9月7日）では219名，『温山会名簿』では216名，
『六十年史（資料編）』では230名である。
32）入江奨は1923（大正12）年6月広島県芦品郡新市町戸手に生まれ，1941（昭和16）年
3月広島県立府中中学を卒業し，同年4月大阪商科大予科に入学し，1943（昭和18）年9
月予科を修了，同年10月大阪商科大学に入学し，直ちに学徒動員され，1946（昭和21）年
5月復学し，1947（昭和22）年9月卒業し，同年10月同大経済学研究科に進み，中退し，
1948（昭和23）年12月大阪を去り，1949（昭和24）年1月広島大学設立推進本部嘱託と
なり，同年8月広島大学助手，1951（昭和26）年3月松山商科大学講師に就任した（入江
奨退職記念号の略歴より）。
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3）1951（昭和26）年度
開学3年目である。本年度の校務体制は，引き続き，教務課長は太田明二，
学生課長は古茂田虎生，庶務課長は増岡喜義が続け，伊藤学長を補佐した。星
野通は図書館長として大学図書の充実に努めた。また，学校法人面では星野通
が法人理事を続け，大鳥居蕃と共に伊藤専務理事を補佐した。
本年4月1日，私立学校法が施行され，学校法人制度となった。伊藤学長は
理事長となった。理事は学長の伊藤秀夫，評議員から選出された星野通，大鳥
居蕃，新田から推薦の高橋賢吾，新田愛祐，温山会から推薦の牧野龍夫，田村
清寿。監事は新田長三，新田元温であった。そして，新たに復活し，設けられ
た評議員に，教育職員から星野通，大鳥居蕃，増岡喜義，八木亀太郎，太田明
二，古川洋三，古茂田虎生，山下宇一の8名，事務職員から野間清茂，黒田芳
郎の2名，温山会から間島正俊，新野進一郎の2名，学識経験者として武智鼎，
上原専禄，岡部義雄，仲田包寛の4名，計16名であった。34）
さて，本年度の入試が3月中旬に行なわれた。志願者は602名で前年度の
330名に比し大きく増えた。
4月，入学式を挙行し，337名（うち女子2名）が入学した。経済学科は176
名，経営学科は161名であった。志願者が多かったこともあり，文部定員各
100名，予算定員110名を大幅に上回って入学させた。35）
本年度の星野通の授業科目は民法1～3である。
4月30日，田中忠夫の公職追放が前年10月に解除されたので，伊藤学長は
田中忠夫を松山商科大学教授に復帰させた（経済原論の担当）。経済原論は
1949，1951年度は住谷悦治が非常勤で担当していたが，1952年度から専任の
田中忠夫が担当することになる。36）
33）元木淳は1922（大正11）年2月8日東京生まれ。1944（昭和19）年9月東京商大卒。
1949（昭和24）年4月松山商科大学研究員，1951（昭和26）年3月講師に就任（『申請書』
より）。
34）『松山商大新聞』第31号，1951年7月3日。『三十年史』232頁。
35）『三十年史』143頁。
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6月，新進の作道洋太郎講師（経済史）が大阪大学の宮本又次の推薦で，大
阪大学経済学部の助手に採用され転任した。わずか4年たらずの勤続であっ
た。なお，『三十年史』の「補遺 松山高等商業学校（経済専門），商科大学現
（旧）教職員名」では1952年の1月退職となっていて，齟齬がある。
7月には，水泳プールを竣工している。
7月23日，星野通は，大学時代の恩師穂積重遠教授の追悼記念論文集『家
族法の諸問題』の原稿「旧民法典と松岡康毅の身分法論」を執筆した（刊行は
遅れて翌年の7月）。その大要は次の如くで，松岡康毅の進歩的思想を紹介し
ながら，旧民法典は封建性と近代性の二元性があるが，基本的に，その進歩的
性格を論じている。
「一 はしがき
松岡康毅（検事総長，行政裁判所長官，農商務大臣等を歴任）が若き
時代，明治20年法律取調委員を拝命し民法典編纂に加わり，明治立法史
に大きな功績を残したが，そのとき彼が提出した一文章を紹介し，彼の
足跡，その進歩的思想を紹介批判する。
二 旧民法典成立の沿革と性格
旧民法典は日本が最初に持った近代的市民法典であって，その性格は
フランス法に倣い，指導精神は自由主義的で，財産法域では自由主義3
原則が貫くとともに，身分法分野においても表面的には伝統の家族主義
を標榜しながらも，内実的には近代身分原理が多く摂取され，矛盾する
この2原理の調和が試みられている。
旧民法典の人事編の「近代性」（432頁）の論拠は，①人事編246条は
家族の婚姻，養子縁組に戸主の許諾が必要と規定するが，無許諾婚姻，
養子縁組をしても無効請求権が戸主に与えられていない。②247条は戸
36）『六十年史（資料編）』149頁。
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主無許諾の婚姻者，養子縁組者に関する復籍拒絶権を戸主に与えている
が，この戸主制裁権は弱く，事実上無制裁となっている。③また，家族
たる男子が戸主無許諾で婚姻をなし婦をいれた時，恰も婚姻により新家
族の生ずる近代家族法の如くただ一家を新立するにとどまり，④また，
家族が戸主の無許諾で養子を迎えたときにも戸主は養子離籍権を有しな
い。⑤戸主の家族に対する居所指定権もない。⑥次に法典構造の上より
みて人事編は親族姻族の章についで婚姻を配し，婚姻が全身分関係の基
点たることを明らかにし，しかも243条は「家族とは戸主の配偶者及び
其の家に居る親族姻族を謂ふ」と規定し，近代的家族形態における夫婦
を彷彿させている。
三 旧民法典と松岡
松岡康毅は明治20年ドイツより帰朝するや，山田顕義主催下の法律取
調委員に任命され，法典成立に尽力した。委員会に配布した意見書は超
進歩的で，旧民法の身分法の近代的性格に若干影響を与えていると察知
される。
四 意見書の内容とその批判
松岡は「隠居は法律上制定せざるを可とす」と主張した。その理由は
①安逸を求める遊惰心を生ぜしめる，②隠居者の債務弁済免除が債権者
を害する，③徒に相続法規の煩雑化をもたらす，④同一人を半面死者と
見，半面生存者と見る論理矛盾をつき，隠居制度廃止を主張したのは進
歩的卓見であった。
松岡は「長子以外にも財産を分与すべし」「相続に関し戸主と非戸主と
の間を同一にすべし」「相続法規を一般に許すべし」等を主張した。松岡
は単独相続が封建武士の相続制度であり，社会の大半を占める庶民の相
続は寧ろ分割相続が慣習であったという史実を基礎として説いた卓見で
あった。
旧民法は明治31年民法に比すれば進歩的であるが，なお身分法分野は
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封建的なもの，前近代的なものが相当残存している。隠居制度の存置，
分割相続制度や家督相続人の相続放棄を認めなかったことなど，当時の
委員が因習的伝統に拘束されて頭脳の近代化が不十分であったためであ
ろう。残念なことである」37）
9月8日，サンフランシスコで開かれていた対日講和条約が調印された。ま
た同時に日米安保条約も締結された。
この講和条約について，『松山商大新聞』編集子は，伊藤秀夫学長の竹馬の
友である学習院学長の安倍能成や本学の教授陣，太田明二，伊藤恒夫，星野通
らに，①この講和条約で最も遺憾に思われる点は何ですか，②再軍備をいかに
思われますか，③賠償についてどう思われますか，のアンケートをしている。
講和条約の片面講和について，伊藤恒夫は反対だが，安倍，太田，星野はやむ
を得ないとの意見であった。他方，再軍備について，安倍，太田，伊藤の3人
が明確に反対しているのに，星野通の回答は次の通りであった。
「一，所謂全面講和でなかったことは遺憾千万だが，国際関係の現実が
これをどうしても許さなかったとすればまた止むを得ない。この上は一日
も早くソ連，中共，インドなどとも正常な国交関係の回復することこそ望
ましい。
一，国際間の行動は結局利己心に出でないものはない。理由は何とでも
つけられる。明日の日本が他国によって絶対侵略されないと誰が断言でき
るか？ 防備の弱かった南鮮が北鮮の周到な計画によって侵略されまたた
く間に全土を侵略された事実は私達によき教訓をあたえる。日本もやがて
国連に加入するだろうが，侵略のあった場合せめて国連軍の偵察活動が開
始されるまで持ちこたえる程度の国防軍は必要だから憲法を改正して再軍
37）星野通「旧民法典と松岡康毅の身分法論」穂積重遠教授の追悼記念論文集『家族法の諸
問題』有斐閣，1952年7月。
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備をなすべし。国家存立のため，平和のため最小限度の国防軍は必要だ。
但し出来ても国民経済生活を脅かさぬこと，また志願兵制度であることを
条件とする。
一，賠償は当然せねばなるまい。人口問題とともに日本経済の宿命的な
癌となろうが，耐え難きに耐へ乏しきをしのんでこの義務丈は履行せねば
なるまい」38）
この一文をみると，これまでの星野通の戦争は絶対反対との考え方からみる
と少し奇異な感じがするが，朝鮮戦争を例に，日本国憲法9条改正，国防軍の
設置を求めていることが判明する。
さて，本年の特筆すべきことは，夜間の短期大学部の設置認可申請であっ
た。夜間，労働者に対し教育を施すことは，松山高商以来の伝統であり，『松
山商科大学設置認可申請書』の将来の計画の中にも短大の設置が盛り込まれて
おり，伊藤学長等も積極的であり，昨年も申請の準備をしていたが，財政の事
情から中止していた。しかし，本年春から夏ごろにかけて，本学に対し，定時
制商業学校の在学生有志や民間の勤労学生から夜間短期大学を設置してほしい
と期成同盟会を結成し，熱心な要望があり，また，9月末に警察予備隊員の代
表が伊藤学長を訪問し，陳情もしていた。39）
そこで，大学側は愛媛県，松山市に助成を働きかけたところ，県・市当局も
短大設置に賛同し，援助を惜しまぬ旨の内意があったので，勤労者の希望に応
えるべく，夜間の短期大学部の設置を決め，10月6日，文部省に対し松山商
科大学短期大学部（商学科）の設置認可申請書を提出した。定員は100名，在
学2年半であった（後，2年となる）。
短期大学部の「学長及び学科又は部門別教員予定」を掲げておこう。
38）『松山商大新聞』第32号，1951年9月23日。
39）『松山商大新聞』第33号，1951年10月20日。
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「学長 伊藤秀夫
担当学科目 担当者 職名 専任・兼担・兼任の別 備考
一般教育科目
Ａ 人文関係科目
哲学 伊藤 恒夫 教授 兼任 松山商大教授
文学 広田 喜作 講師 専任 松山商大より振替
第一外国語 二神 春夫 教授 専任 松山商大より振替
古茂田虎生 教授 兼任 松山商大教授
山内 一郎 助教授 兼任 松山商大助教授
大野武之助 講師 兼任 松山商大講師
第二外国語 広田 喜作 講師 専担 松山商大より振替
八木亀太郎 教授 兼任 松山商大教授
Ｂ 社会科学関係科目
社会学 伊藤 恒夫 教授 兼任 松山商大教授
法学 高村 晋 助教授 専任 松山商大より振替
政治学 高橋 始 講師 専任 松山商大より振替
Ｃ 自然科学関係科目
数学 佐々木数房 講師 兼任 愛媛大学助教授
化学 藤本 貫一 教授 兼任 松山商大教授
専門科目
商学通論 井上 幸一 講師 専任 神戸経済大卒
〃 山下 宇一 教授 兼任 松山商大教授
銀行及金融 稲生 晴 講師 専任 九州大卒，申請中
貿易論 大鳥居 蕃 教授 兼任 松山商大教授
商業実務 山本 謙一 講師 兼任 松山商大講師
交通論・保険論 古川 洋三 教授 兼任 松山商大教授
商品学 菅野源一郎 講師 兼任 松山南高校教諭
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商業数学・商業統計 松木 武 講師 兼任 松山商大講師
経営学 未定 教授 専任 交渉中
簿記及会計学 元山 義久 講師 専任 神戸高商卒
〃 川崎 三郎 教授 兼任 松山商大教授
経済学 入江 奨 講師 専任 松山商大講師
〃 稲生 晴 講師 兼担 九州大卒，申請中
経済史 作道洋太郎 講師 兼任 松山商大講師
財政学 増岡 喜義 教授 兼任 松山商大教授
民法 高村 晋 助教授 兼担 松山商大より振替
商法 星野 通 教授 兼任 松山商大教授
〃 原田光三郎 講師 専任 申請中
社会法 越智 俊夫 講師 兼任 松山商大講師
体育
講義 菅井 久隆 講師 兼任 松山商大講師
実技 岩本 猛 助教授 専任 松山商大より振替
講義 岩本 猛 助教授 兼担 同 」40）
この「教員予定」について，少しコメントしておきたい。
①短期大学部の専任教員として，松山商科大学商経学部の教員である広田喜
作（文学・仏語），二神春夫（英語），高村晋（法学），高橋始（政治学），
入江奨（経済学），岩本猛（体育）の6名を短大に振替していることであ
る。
②短期大学部の専任の新教員として，井上幸一（商業通論），稲生晴（銀行
及金融），元山義久（簿記及会計学），原田光三郎（商法）を講師として採
40）『申請書類』より。
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用予定としていることである。
③兼任は殆ど総て松山商科大学商経学部の教員であることである。
④職員組織総括表では，教授専任4とあるが，二神春夫（英語）しかおらず，
経営学の教授は未定となっている。また助教授専任3とあるが，高村晋，
岩本猛の2名しか載っていない。他方講師専任は3であるが，広田喜作，
高橋始，入江奨，井上幸一，稲生晴（申請中），元山義久，原田光三郎（申
請中）と多くなっていることである。
なお，星野通は短大では商法の講義を担当することになっている。
11月，『松山商大新聞』編集子は教授校宅リレー訪問を計画し，そのトップ
に星野通教授宅（清水町の校宅）を訪問し，創立以来の教授生活を聞いている。
大変興味深い記事であるので，その大要を紹介しよう。
「教授は人も知る法律学者，本校創立以来学生に最もよく知られている
教授の一人である。お忙しい時間を割いて校宅を訪問する。招き入れられ
た応接室には右も左も蔵書々々でしかも法律書が大部分を占めている。机
上も法律書と原稿で学者の書斎の雰囲気がただよっている。
教授のご経歴を聞くと，松山中学，松高，東大独法科大正14年卒，同
年4月本学赴任，学問の道をひたすら歩まれて来たわけだ。
何か学校のことで印象に残ったことはと聞くと，『昭和12年ころ住谷教
授と共に松山千舟町で古書をあさっていたとき，明治11年民法草案をた
またま発見した。これは甚だ珍本でこれの第一編，二編は慶應，司法省に
あり第三編だけはないと云われていた。これが発見されたのだからその喜
びや察するに余りある。この本の発見が私の研究方向を定めたのですよ。
明治私法史への興味を持つに至った最大の動機です』。
一番嬉しいことはと聞くと，『東大法学部機関誌「法学協会雑誌」に昭
和14年，16年と『明治初期民法編纂史』と云う私の研究をひとまとめに
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したものが出た時です』と若き日の当時に追憶の瞳を輝かせる教授の微笑
は印象的だった。
一寸ここで教授の一日を記してみよう。朝は4時半起床，朝の間に一勉
強，大抵の論文，授業の調べものはこの間にされることである。
御趣味を聞くと，『私の趣味は広いです。将棋，トランプ，写真，切手
蒐集，それにボート，ラグビー，柔道，庭球，野球多彩なもんでしょう』
と笑われる。『音楽も好きで，子供が二人で引くバイオリンは一日の苦労
がいやされます』と子煩悩な所を見せられる。因みにご子息は2人で一人
は愛大史学科在学中，二男は愛大附属小学校6年在学中である。奥さんは
京都の産，結婚26年である，そして，『私には弟妹が3人いて同じ家庭の
下で結婚生活をやってきたので普通の家庭の様な2人だけの甘い新婚生活
と云ったものはありませんよ』と一寸こころなしか侘しそう。
最近の京大事件について聞くと，『京大事件は実に残念に思う。一国の
元首に対してはそれだけの礼を保つべきです。英国，米国，ソ連にせよ，
一国の首長たるものにあれ程無作法な態度をとることがあるでしょうか。
人間性の尊重こそ民主主義の要素なることを考える時いよいよこのことが
切実に感ぜられますね』と云われる」41）
最後の一文から，星野通は京大事件（昭和天皇の京都大学来学に反対する事
件）に批判的であったこと，また，戦後の天皇は日本国憲法の下で象徴になっ
ているのに，元首と述べているのは，奇異に感じられる。
1951（昭和26）年11月22日，伊藤理事長は文部省に対し，「専門学校廃止
認可申請」を提出した。廃止理由は，「昭和二十四年度より新制大学へ転換せ
しため昭和二十五年度にて最終学年終了自然廃止の状態になるため」であった。
そして廃止希望年月日は昭和二十六年十二月三十一日とした。そして，その認
41）『松山商大新聞』第34号，1951年11月20日。
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可は遅れて1953年4月9日に本学に到着している。42）
また，本年度のもう一つの特筆すべきことは，1952（昭和27）年1月，松
山商科大学の教授会規則を制定したことである。「松山商科大学教授会規則」の
条文43）は省略するが，若干コメントしておこう。
①大学発足時に学則の第二十八条～三十条で教授会の規定が設けられたが，
僅か3カ条にすぎなかったが，これによってより詳しい教授会規則が設け
られ，民主的運営がはかられるようになったことである。
②教授会は戦前高商・経専時代には校長の「諮問機関」にすぎなかったが，
これにより名実共に「議決機関」となったことである。
③教授会にはじめて人事権（任免，昇格）が盛り込まれたことである。
④しかし，教授会が一般教授会（全教員）と特別教授会（教授以上）に分け
られ，昇格を含む人事権は特別教授会が有し，一般教授会には報告のみで
あり，その点ではなお「民主的」ではなかったことである。
⑤ただ，学長の選出については，一般教授会にも権限が付与されていたこと
である。
1952（昭和27）年1月31日，5号館（平屋建て，4教室，332．23平方メート
ル）が竣工した。5号館は，本館の南側で県立松山北高等学校に接していた。
また，同年3月5日，前年10月に設置申請をしていた「松山商科大学短期
大学部（商科第二部）」が文部省より認可を受け，1952年4月から開校するこ
とになった。44）
1952（昭和27）年3月25日，大学第1回卒業式を挙行し，134名が卒業し
た。45）1949年4月に2年次に入学した学生たちである。この第1回卒業生の中
42）『三十年史』133～134頁。
43）『五十年史』268～269頁。
44）『三十年史』140頁。
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に今井琉璃男（山桝ゼミ），水木儀三（山桝ゼミ），森川正俊（大鳥居ゼミ）な
どがいる。
この第1回卒業生に対し，松山商大新聞学会は教授陣等に対し，贈る言葉等
のアンケートをとっている。増岡喜義，大鳥居蕃，田中忠夫，川崎三郎教授ら
と共に星野通が答えている。星野通の回答は次の通りである。
「卒業生諸君へ。高遠な経済学の知識も勿論知識人として必要だが，同
様に，卑近な簿記，法律もシッカリ身につけておくこともまたビジネスマ
ンとして大切なことだろう。今からでもおそくない，役にたつ実業人にな
りたいなら入社前のひととき，今一度基本的な民商法の解説書を味読して
おくこと，甚だ常識的だが，これが学生諸君へのはなむけの言葉だ」46）
3月，星野通は，『新民法総論』を京都の関書院から発刊した。その目次は
次の通りである。
「序
第一編 緒論
第一章 民法の意義
第二章 民法の語源
第三章 民法の指導原則
第四章 民法の効力
第五章 私権と義務
第二編 本論
第一章 権利主体
45）文部省への『松山商科大学（経済学部，経営学部）設置認可申請書類』（1961年9月7
日）より。『六十年史（資料編）』も134名。なお，『温山会名簿』では135名の卒業であ
る。
46）『松山商大新聞』第37号，1952年2月20日。
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第二章 権利の客体たる物
第三章 法律行為
第四章 条件及び期限
第五章 期間
第六章 時効 」47）
本書は，一般市民向けの民法の入門書であり，また大学における講義案とし
て民法総則全編を概説した教科書である。同時に新理念の改正民法の解説書で
もあった。星野通は緒論で明治23年の民法，31年の民法，そして戦後の新民
法の性格について，その歴史的変遷，性格を次のように述べている。
「（明治23年の旧民法は）自然法学的立場より，一フランス人法学者及
び同法学者の薫陶を受けたわがフランス法学的学者法曹によって，フラン
ス民法典およびそれと同法系の法典のみを母法として編纂されていたた
め，わが国情に省みざる点多く，殊に伝統尊重を叫ばれていた身分法域に
おいては，戸主，家督相続等名称を温存，形式的表見的には伝統の家父長
支配的大家族制度を維持しつつ，実質的には夫婦中心のヨーロッパ的小家
族制度に近い家制を確立した感があった」（同，18頁）
「（明治31年の民法典は）ドイツ民法第一草案，フランス民法など近代
的進歩的市民法典を母法として起草された丈に財産法分野では市民法的性
格濃厚であるが，熾烈をきわめた法典論争直後に誕生したものであるだけ
に，身分法分野においては旧慣尊重のスローガン下，伝統的家族主義が指
導原理とされ，封建的家父長的家族制度が濃厚であった」（同，19頁）
「（戦後の新民法について）敗戦による時代の民主主義的転回・新憲法の
出現とともに（明治31年の民法典は）全面的に廃棄されざるを得なくな
47）星野通『新民法総論』京都関書院，1952年3月。
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り，新しく個人主義的ヨーロッパ的婚姻家族主義の立場よりする親族法・
相続法の編纂が行はれて（昭和）二十三年一月一日より新身分法が実施さ
れ今日に到っている」（同，19頁）
本書について，少しコメントすると，明治23年の旧民法の身分法について，
形式は家父長性（封建性）だが，実質はヨーロッパ的（近代的）であるという
評価は今までの星野の主張と変わらないが，明治31年の民法の身分法につい
て，本書では封建性を強調し，論旨を修正，変更している。
4）1952（昭和27）年度
松山商科大学開学4年目である。本年度の校務体制は，教務課長は太田明二
が引き続き務めた。学生課長は古茂田虎生が本年5月まで務めたが，その後6
月から八木亀太郎に代わった（1952年6月～1953年8月）。庶務課長は1943
年3月以来増岡喜義が長らく務めていたが，7月から菊池金二郎に交代した
（1952年7月～1957年4月）。増岡は7月から事務局長に就任し，伊藤学長を
支えた。48）星野通は図書館長を続けた。また，学校法人面では，星野は大鳥居
と共に理事を続け，伊藤理事長を支えた。
1952年度の大学入試が3月中旬に行なわれた。志願者は1，015名（経済652
名，うち女子8名，経営363名，うち女子2名）で前年の602名を大幅に上
回った。そして，4月上旬，入学式を挙行し，322名（うち女子7名）が入学
した。経済学科は209名（うち女子5名），経営学科は113名（うち女子2名）
であった。49）経済学科は文部定員，予算定員を大幅に上回って入学させた。伊
藤学長は式辞で新入生に対し，新制大学の使命を詳細に論じ，人格の完成，良
き市民たれと激励した。50）
48）『六十年史（資料編）』129～130頁。
49）『三十年史』143頁。
50）『松山商大新聞』第38号，1952年4月30日。
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また，4月1日，短期大学部（商学科2部）が開校した。短期大学部学長は
伊藤秀夫が兼ねた。
伊藤学長は短期大学部発足にあたり，専任の新教員として研究員の井上幸一
を講師（商業通論の担当）として採用した。51）
4月5，6日の両日，短期大学部の入学試験を行なった。志願者は294名
（うち女子8名）で意外に多かった。そして，186名（うち女子7名）の合格
発表を行ない，22日午後6時より県・市当局等の出席を得て開学式を兼ねて
入学式を挙行した。学生の大部分は勤労者であった。52）
松山商科大学の方に戻ると，本年度から暫定措置として教職課程を設置し
た。これにより，高等学校教諭2級の普通免許状（商業，英語），中等学校教
諭1級普通免許状（職業，英語）取得の道が開かれた。53）
6月，星野通は，松山商大論集第3巻第2号（昭和27年6月）に「再び旧
民法典と松岡康毅の身分法論について」を掲載した。それは，『穂積先生追悼
論文集 家族法の諸問題』を若干訂正補筆の上掲載したものであるが，この論
文には前文が加筆されている。それは，最近慶應大学法学部の中村菊男教授が
『法学研究』第23巻第12号～24巻第6号に「法典編纂と福沢諭吉（一～五）」
（昭和25年12月～昭和26年6月）を発表し，その中で，明治23年の旧民法
典への星野通の理解を批判しているので，それへの「中間的反論」（105頁）と
して掲載したものであった。その追加の前文の大要を紹介すれば次の通りであ
る。
「明治23年民法典身分法は近代的，前近代的両性格が二元的に交錯する
複雑な法典であるが，結論的に近代色濃厚なりというのが，筆者年来の主
51）井上幸一は1921年西宇和郡川之石生まれ，1946年神戸経済大学卒。1948年松山商業学
校教諭。1949年5月松山商科大学研究員となっていた（井上幸一退職記念号の略歴，『松
山商大新聞』第55号，1954年5月等より）。
52）『三十年史』140頁，『五十年史』271～273頁。
53）『三十年史』137頁。
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張であったが，これに対し中村教授は同法典身分法を前近代的法典なりと
し，従来の民法典論争観を根本的に覆そうというのが同教授の意図らし
い。
だが，同教授の法典観は，最問題点である人事規定，ことに婚姻，養子
縁組，戸主及び家族などの諸規定の条文の相互関連性の究明が充分でない
ことから生じた結論でないだろうか。即ち，⒜旧法典が婚姻，養子縁組の
不成立と無効を区別し，挙式さへあれば無効原因があっても婚姻，養子縁
組を成立せしむること，⒝成立した婚姻，養子縁組無効請求権者の無効訴
求に基づく裁判判決によって始めて効力がなくなること，⒞家督相続人以
外の一般家族がなしたる無効養子取りが戸主に無効訴権なきため結局有効
となること，等。また同氏の言われる旧法において配偶者が親族に加えら
れていないという事実は婚姻当事者が主体となって生活単位が構成される
ヨーロッパ市民法に倣った進歩性のあらわれである。
中村氏のいわれるように種々の事情で明治23年の民法が草案より保守
化していったことは事実であろうが，それは程度問題であり，その近代的
性格故に延期派より攻撃されたわけで，近代性をもっていたことは間違い
ない。重要なるは31年に成立した現法典との比較よりも，徳川封建制に
比し旧法典が如何に進歩的であったかということであり，とりあえず，中
村教授への中間的反論としよう」54）
このように，明治23年民法典の性格を巡り，星野通＝近代性，中村菊男＝
封建性を主張し，対立し，以後，中村・星野論争が開始する。なお，政治学者
中村菊男の立論の背景に同大学の法制史家手塚豊が居た。
9月，星野通は講義用の教科書『物権法講義案』を松山商大消費生活協同組
合出版部から発刊している。
54）星野通「再び旧民法典と松岡康毅の身分法論について」『松山商大論集』第3巻第2号，
1952年6月。
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10月30日，学生ホール・食堂（2階建て）が2号館の南側に落成した。
12月28日，星野通は「『再び旧民法典と松岡康毅の身分法論』に関する一，
二の補正」を『松山商大論集』第3巻第3・4号（昭和27年12月）にのせた。
それは表現を正確に期すためであった。
1953（昭和28）年1月，伊藤学長は年頭所感を寄せた。それは，今日就職
難であるが，先生がたの指導に従い，学問をまじめに研究し，教養を深め人格
を高めて欲しい。就職に成功した人は多くの場合においてかゝる有望な青年で
ある。堂々と正道を進み，新しき時代の指導的役割を果してほしい，と述べて
いる。55）
1953（昭和28）年3月25日午前10時より本学52番教室にて，商大第2回
卒業式を黒田松山市長らの来賓の出席を得て挙行した。1949（昭和24）年4
月に大学開校年に1年生として入学した学生たちで，269名が卒業した。伊藤
学長は式辞で「君子和而不同，小人同而不和」の論語を引用して卒業生に多大
の感銘を与えた。56）
3月，若手のホープであった山桝忠恕助教授（会計学，会計監査）が神戸商
科大学に転任のため退職した（のち，慶應大学教授に就任する）。僅か3年の
勤務であった。57）
5）1953（昭和28）年度
本年度の校務体制は，事務局長は増岡喜義，教務課長は太田明二が引き続き
務めた。学生課長は八木亀太郎が8月まで続け，9月から大野武之助に代わり
（1953年9月～57年4月），庶務課長は菊池金二郎が続け，伊藤学長を支えた。
55）『松山商大新聞』第46号，1953年1月20日。
56）『松山商大新聞』第47号，1953年3月20日。なお，その後，追試験，再試験で卒業し
たものと思われるが，文部省への『松山商科大学（経済学部，経営学部）設置認可申請書
類』（1961年9月7日）では281名，『六十年史（資料編）』では280名，『温山会名簿』で
は270名となっている。
57）『三十年史』の「補遺 松山高等商業（経済専門）学校，松山商科大学現（旧）教職員
名」。
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星野通は図書館長を続けた。また，学校法人面では，星野が大鳥居蕃と共に理
事を続け，伊藤理事長を支えた。
本年は大学開学5年目，創立30年目にあたる記念すべき年である。伊藤学
長・理事長ら学校当局は次のような30周年記念事業を計画した。①記念式典
を今建設されている講堂兼教室にて行なう，②星野教授を委員長に本学全教授
の「創立30周年記念論文集」を刊行する，③田中忠夫前校長を主筆とした「松
山商科大学三十年史」を刊行する，④中央より学者その他の著名人を招き，記
念講演会を行なう，⑤愛媛の地方産業・経済の実態調査を行なう，⑥先輩諸兄，
戦没者の慰霊祭を行なう，等々。58）
短期大学部の方であるが，4月，伊藤学長は開学2年目の短期大学部の専任
の新教員として稲生晴（本校卒業生）を銀行及び金融論担当の講師として採用
した。59）また，神森智（本校卒業生）を簿記の講師として採用した。60）神森氏は
3月末に退職した山桝助教授の後任として，松山商科大学経営学科の会計監査
も担当するようになった。
さて，本年度の大学入試が3月13，14日に本学，京都，福岡の各試験場で
行なわれた。志願者は586名（経済412名，経営174名，うち女子各1名）で，
前年の1，015名に比し大幅に下回った。そして，3月19日合格発表があり，
経済学科192名，経営学科88名，計280名（うち女子2名）の合格者を出し
58）『松山商大新聞』第46号，1953年1月20日。同51号，9月20日。
59）稲生晴の経歴は1925年3月25日西宇和郡四ツ浜村生まれ。旧姓梶原。1942年八幡浜商
業卒。1943年松山高商入学，高知で軍隊に入隊。1945年松山経済専門学校卒（第21期）。
1946年旧制九州大学経済学部入学，1949年卒業。大学院特別研究生となり，1952年修了
し，九州大学経済学部助手となり，1953年4月松山商科大学短期大学部の講師（松山商科
大学兼務）に就任した（稲生晴教授退職記念号の略歴，『松山商大新聞』第53号，1953年
11月20日などより）。なお，その後の文部省への申請書類では1953年4月短大講師で松
山商科大学兼務，そして1954年4月松山商科大学講師で短期大学部兼務となっている。
60）神森智の経歴は1927年9月23日広島生まれ。1944年4月松山経済専門学校入学，1947
年3月2日卒業（第22期）。9月旧広島財務局国有財産部勤務。1948年4月旧大蔵省税務
講習所広島支所教官。1952年1月公認会計士試験合格。1953年4月松山商科大学短期大
学部講師に就任し，同年商経学部兼務となっている（神森智教授退職記念号の履歴及び経
歴より）。神森氏は，川崎三郎教授（簿記・会計学）の強い誘いで採用された（神森先生
よりの聞き取り）。
星野博士の学問と松山商科大学の歴史（その5） 199
た。志願者が急減したのは，①県内学生の都会への進出，②他県の志願者の3
分の1ヘの急減，③試験科目の増加，④高い授業料によるものと推定されてい
る。61）
4月初め，大学の入学式を挙行し，338名が入学した（うち女子2名）。経
済学科は231名（うち女子1名），経営学科は107名（うち女子1名）であっ
た。62）このように，経済学科は前年と同様に文部定員，予算定員を大幅に，約
2倍に上回った。
また，本年度から若干の学則改正を行なった。それは①第5条の改正（一般
教養科目の人文，社会，自然科目について，それぞれ3科目12単位以上取得
すること等），②第7条の改正（単位数124単位を140単位以上に），③第21
条の改正（授業料9，600円を1万5，600円に）等であった。63）
星野通は，5月，創立30周年記念論文集掲載の「旧民法典人事編の性格に
ついて（再び慶應大学中村教授に答ふ）」を脱稿した。それは，慶應大学中村
菊男教授が去る2月，「旧民法とその性格」（慶應大学『法学研究』第26巻第
2号，1953年2月）を発表し，星野通を再び批判したことへの「最終的な反
論」の論文であった。その大要は次の如くであった。
「一 序説
本稿は，筆者の論文「再び旧民法典松岡康毅の身分法論」を批判する
慶應大学中村菊男教授の「旧民法とその性格」への最終的反論の書であ
る。旧民法典の人事編の性格は民法典論争の重要なキイであるが，筆者
は旧法典が草案より若干保守化していることを率直に認めるが，その保
守後退化にもかかわらず同法典が前近代的側面をもちつつも，多分の進
歩的要素を内包した近代的法典であったことを依然として主張する。
61）『松山商大新聞』第47号，1953年3月20日。『三十年史』143頁。
62）『三十年史』143頁。なお，合格発表数より入学者が多いのはその後，補欠で入学させた
ものである。
63）『三十年史』138頁。
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凡そ立法は妥協であり，法典にはすべて伝統的要素と革新的要素が交
錯する。旧法典も相当封建的残滓を残してはいるが，財産法の近代的な
ることは勿論，伝統重視の身分法も新旧両要素を混在しつつも全体的に
みて明治中期の法律としては寧ろ市民精神の強い近代的法典と云うべき
である。その進歩的法典が当時の保守派に衝撃をあたえたという筆者の
信念は中村教授の御批判にもかかわらずいささかも変わらない。そして，
民法典論争も中村教授の言われる功利的な政治的争議だけでなく，かか
る面を若干もちつつも，その本質は旧民法典の近代市民法的性格をめ
ぐって展開した英仏両学派，乃至両学派に共感した政治家，思想家達の
自然法学対歴史法学，国権主義対自由主義，進歩主義対保守主義思想の
相剋という法学戦，イデオロギー戦であるという筆者年来の主張も何等
変わっていない。
旧法典の性格を正しく理解するためには，ただ明治31年民法典との比
較において戸主権の性格のみを究明するよりは，寧ろ法典人事編の編成
形式，婚姻関係，親子関係などアラユル視角から解明することが必要で，
戸主権論議に終始することは法典の進歩性，近代的性格を見失うことに
なる。また，その分析は，先行する徳川封建法との対比において行なわ
れるべきである。すると，旧法典が如何に進歩的法典であったか，判明
するであろう。
本稿の論述の力点が中村教授への回答に置かれている関係上，筆者の
本来の意図に反し戸主権とその周辺問題のみを主対象とする結果となり，
しかも明治31年法典戸主性との比較における分析にのみ終始したのはま
ことに残念である。
二 本文
旧民法典は条約改正促進，近代資本主義経済体制確立など日本近代化
のために制定され，しかも起草者はボアソナードおよびその薫陶を受け
た自然法学的傾向の仏法学徒であり，そのため必然的に同法典をしてフ
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ランス法的性格の近代市民法たらしめている。財産法たる財産取得編，
財産編等は勿論自由主義原理の上に立ち，伝統と近代市民精神の調和の
試みられた人事編においては伝統的なものと革新的なものが交錯してい
るが，指導精神は近代市民法的なものとなっている。以下，それを法典
編成形式，親族概念，家族範囲，戸主権性格などについて論証しよう。
㈠ 法典編成形式における近代性
人事編の首部に婚姻の規定をおき，次に婚姻を基底として生ずる親子
関係の規定を配することヨーロッパ近代法と同様である。法典末尾にお
いて伝統存置の意味で漸く戸主と家族の規定が出てくる。伝統尊重の明
治31年民法の親族編が冒頭戸主と家族の規定を登場せしめているのと対
蹠的で，旧法典編成形式の近代性が指摘できる。
㈡ 婚姻による妻の改氏
古来我国では婦女は終生，生家の姓を名のり，婚姻によってその姓を
改めないのが伝統的慣習であった。しかし，旧法典はこの伝統を打ち破っ
て妻は夫姓を名のるべき原則を確立した。それは夫婦一体的なヨーロッ
パ法制を受容した身分上の一大革命であった。
㈢ 配偶者を相互に親族となす規定を設けなかったこと
古来我国では一家内で共同生活を営む家族が相互にもつ身分を綜合し
て親族と言っていたらしいが，旧法典では配偶者は相互に親族的身分に
あるとはしなかった。夫婦関係を親族関係の基盤たる特殊身分関係とみ
る近代家族法精神を踏襲したわけである。これに対し明治31年民法は血
族でも姻族でもない配偶者を相互に親族たらしめ古代的古典的考えを踏
襲し，また戦後の昭和の民法も同様で，封建的残滓として批判されてい
る。これ，旧法典の進歩性として特記すべき点である。
㈣ 家族構成における伝統と近代的なものとの調和
旧法典の人事編243条は「家族とは戸主の配偶者及び其の家に在る親
族姻族を謂ふ」と規定しているが，明治31年民法は723条で家族とは
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「戸主の親族にして其家に在る者及び其配偶者」の規定しており，素直に
読めば，旧法典の方が戸主の配偶者を家族構成のメンバーとして重視し
ていることがわかるであろう。また，旧法典は明治31年法典の如く「妻
は婚姻により夫の家に入る」という伝統家制的婚姻の規定が欠如してお
り，夫婦をもって家族構成の重要メンバーとみる市民社会的小家族制を
とりいれていることが判明しよう。
㈤ 妻に夫との同居を命ずる直接的な明文規定を設けなかったこと
旧法典は明治31年法の788条の如く，妻が婚姻によって夫の家に入る
こと，また同居義務を命じる規定を設けなかったことは，男性中心の31
年法に比し，寧ろ平等に夫婦に同居義務を課する戦後の昭和身分法に近
いものがあろう。
㈥ 戸主権
旧民法典の戸主権は旧慣と近代家族との妥協に基づいて規定されてい
て，明治31年民法の戸主権ほど強大ではない。それは，旧法典は⒜家族
居所指定に関する規定が設けられていない，⒝不適齢婚姻禁止等婚姻に
関する戸主の無効訴権が設けられていない，⒞推定家督相続人以外の家
族が養子をなすことは無効とされているが，戸主に無効訴権が与えられ
ていない，⒟家族婚姻，養子縁組には戸主許諾が必要とされているが，
無許諾で敢行されても戸主に無効訴権がなきため，結局婚姻，縁組が有
効となる，⒡推定家督相続人以外の男子が戸主の許諾を得ないで婚姻を
なし，婦を入れた時にもあたかも婚姻により新しい生活単位が創造され，
一家を新立できる，⒢推定家督相続人が，分家，婚姻，養子縁組等で去
家することを禁止する規定が設けられていない，これは，明治31年法が
去家禁止したのといちじるしく異なっている。この31年法の規定が世の
多くの女性から法律上の婚姻をなす機会を奪い去り如何に多くの悲劇を
生み出したかを想起すべきで，旧法典の個人主義的性格のあらわれであ
る。
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以上，筆者も旧民法典身分法が数々の妥協的要素を持っていることを
否定しない。だが，日本近代化の使命を持ち自由主義学者法曹にによっ
て編纂された旧法典はその身分法法域においてもより近代家族法的要素
を内包していたと確信する。筆者は旧法典の妥協的要素，伝統的側面の
指摘よりも時代環境と関連せしめつつ，旧法典の進歩的性格を発見剔出
することこそ必要だと考え年来取り組んで来たが，得られた結論は鹿鳴
館化政策直後の復古反動の中に誕生した法典としてはまことに人心を驚
かし，保守国家主義者を憤激せしむる近代家族法であったということで
ある。
私は簡単に他人の理論が誤謬だとか歪曲説だとは断定しない。だが，
私なりに自説の正当性を強く信ずる。（1953，5，28）」64）
以上，この論文において，星野通は中村説（手塚説であるが）を率直に受け
入れながらも，基本的に明治23年民法の近代性，進歩性を更に詳細に強調し，
中村説に反論した。
星野通は，さらに『松山商大論集』第4巻第2号（昭和28年6月）に「旧
民法典人事編性格論補考」を発表し，「創立三十周年記念論文集」では論じ尽
くし得なかった点につき，詳論し，再度旧民法の人事編は「近代的性格の身分
法」（8頁）であることを強調した。そして，「私見の如く人事編全体のトーン
が近代家族法的なものであるか，それとも中村教授が極言さるる如く明治民法
同様或はそれにまさる身分拘束的封建的なものであるかは，やがて民法典論争
性格の把握にも大きい差異を生ぜしむることになるが，中村論か，私見か，い
づれの法典性格論が正しいかは結局第三者の批判にまつの外ないであろう」
（8頁）と締めくくった。
このように，星野通は中村菊男との論争の中で，明治23年の旧民法は「近
64）星野通「旧民法典人事編の性格について（再び慶應大学中村教授に答ふ）」『松山商科大
学創立30周年記念論文集』1953年11月。
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代家族法的」であることを強調した。
11月20日，松山商科大学30周年記念事業の一つ，『松山商科大学三十年
史』（編集兼発行人は田中忠夫）が刊行された。この『三十年史』に星野通は
図書館長として第四章の第一節「松山商科大学図書館の沿革と現況」を記して
いる。7頁程の短文で，大正13年4月新校舎が竣工し，その東北隅の部屋に
書庫が設けられ，講堂落成とともにその階下の3分の2を書庫とし，大学昇格
と共に階下全体を書庫にし，従来の講堂全部を閲覧室，事務室としたことの沿
革や現在の蔵書数4万5，467冊，委託図書8，459冊，退職者や郷土史家の蔵書
等の紹介がなされている。
この『三十年史』は本学関係者による初めての本格的な校史である。高商～
経専時代の歴史を教授・校長として最もよく知っている田中忠夫が多く執筆し
ている（総記の大部分）。第二章の教務課の箇所は，教務課長を長らく務めた
大鳥居蕃教授が大半を執筆，第三章の生徒課の箇所は，本来は生徒課長を長ら
く務めた伊藤秀夫が執筆すべきであるが，現学長であり，代わりに戦前期を田
中忠夫が，戦後期を学生課長である古茂田虎生が執筆している。また，法人関
係は財政の専門家である増岡喜義が執筆し，息づかいの見られる優れた校史と
なっている。
しかし，つぶさに見てみると，この『三十年史』には種々の問題点，史実誤
認，史料探索不足等が見られるのである。その問題点についてはすでに拙稿「伊
藤秀夫と松山商科大学の誕生（その1，2，3）」で指摘したが，改めて問題
点を列挙しておこう。
①まず，誤植があまりに多いこと，正誤表も入っているが，それでも漏れが
多い。
②時代区分に関し，第一章の総記と第二章の教務で調整がなされず，齟齬が
あり，統一されていないこと。
③総記の第四節「躍進時代」（昭和9年～18年）と「戦時統制の強化（の時
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代）」（昭和15年～終戦）は重なっているが，戦時統制の強化は昭和15年
よりもっと早く日中戦争前後から始まっており，また田中校長の軍国主
義・全体主義への迎合が始まっているのでもっと早くした方がよい。また，
昭和17年以降は，一般的に戦時統制の強化というよりも，戦争による「学
園機能の喪失・崩壊の時代」とするのがリアリティがあってよいと思う。
この点は拙著『松山高商・経専の歴史と三人の校長』（愛媛新聞サービス
センター，2017年）の第四章を参照されたい。
④松山高商の創立経過に関し，両加藤（加藤拓川と加藤彰廉）の関係につい
て，総記の田中忠夫の説明が間違っていることである。同書の2頁で田中
忠夫は「加藤彰廉氏はこの一文（筆者注：北川淳一郎の海南新聞記事「私
立高等商業学校設立私案（上・下）」に共鳴して早速北川氏を訪ねて懇談
し，是非実現に力を尽くそうということで加藤恒忠氏に相談したのであっ
た」と書いているが，これは逆で，加藤拓川が加藤彰廉に働きかけたのが
真実である。
⑤財団法人松山高等商業学校の文部省への申請日と認可日に関して，総記の
田中忠夫の史実確認が間違っていることである。同書の9頁で田中忠夫は
「かくて成った寄附行為は大正十一年十二月二十六日に文部省の認可を得
た」と記しているが，大正11年12月26日は文部省への申請日であり，
認可日は翌大正12年2月22日である。
⑥校訓「三実主義」の宣言日に関してである。加藤彰廉校長は大正15年3
月8日の第1回卒業式で校訓「三実」を宣言するが，田中忠夫は『三十年
史』の執筆段階で，加藤校長がいつ宣言したのか，確定できなかったこと
である。その原因は田中忠夫が『松山高商新聞』の第九号（大正十五年四
月十二日）一面を見落とした点にある。
⑦田中忠夫自身の校訓「三実主義」の定義の明文化の年月に関し，正確には，
昭和16年度の生徒要覧であるにもかかわらず，昭和15年度の生徒要覧と
していたことである。その原因は田中忠夫が『三十年史』執筆時点におい
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て，史料（『松山高商新聞』第164号，昭和16年4月25日）を確認せず
に記憶に頼って書いたからであろう。
⑧第2代校長渡部善次郎に関して，田中ら『三十年史』は大変評価が低く，
且つその就任時期も誤っていることである。『三十年史』では渡部校長の
就任日は11月18日としているが，正確には10月26日である。これも史
料（『松山高商新聞』第89号，昭和9年11月25日）の記事を見落とした
からである。
⑨最後に年表にも間違い，不正確さがみられることである。
以上のように，『三十年史』には種々の誤りがあり，その記述については是
正しなければならないと思う。
11月21日には，去る7月以来700万円を投じて建設中の新講堂兼大教室
（一部2階建て，538平方メートル）が本館の南の地，現在の50年記念館の位
置に完成した。なお，この新講堂を学校側は中講堂と呼んだ（神森先生より聞
き取り）。
そして，11月21日から3日間，松山商科大学創立30周年記念事業が盛大
に行なわれた。21日には記念祭の最初を飾って午前10時から完成したばかり
の新講堂にて，学習院大学院長の安倍能成（伊藤校長の幼友達，元旧第一高等
学校長）が「大学の自由」，同政経学部長舞出長五郎（元東大経済学部教授）が
「世界平和と日本経済」，学習院女子短大学長小宮豊隆が「ゲーテの畏敬」と題
し講演会を行ない，満員の聴衆に感銘を与えた。65）
11月22日，創立30周年記念式典が新講堂にて，安倍能成，広島大学長森
戸辰雄，愛媛大学長辻田力，久松定武知事，黒田松山市長，新田家代表，温山
会代表ら多数の来賓を迎え，盛大に挙行された。
伊藤学長は式辞のなかで，大正12年春松山高商として発足以来30年，順次
65）『松山商大新聞』第53号，1953年11月20日。
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成育し，今日では併設の夜間短期大学も含め学生数1，000余名の大規模な松山
商科大学となったが，その間の道は決して平坦なものではなかったと，戦時下
ならびに戦後復興下の学園の苦難を述べ，さらに大学昇格という大問題，難関
を突破してきたこと，それは，創立者新田家の終始変わらぬ援助のおかげであ
り，我学園の教職員の一致和合のおかげであり，また，温山会，父兄会，県，
文部省のおかげと感謝し，今後学園の発展に尽力をつくす旨を述べた。あと，
森戸辰男，安倍能成らの祝辞があり，本学教育に功労のあった，星野，田中，
増岡，大鳥居，川崎の各教授に表彰状が贈られ，星野教授が代表して謝辞を述
べている。66）
1954（昭和29）年1月15日，星野通は『ジュリスト』第50号（1954年1
月15日）に常識講話「民法典論争」を記した。それは旧民法典人事編の近代
的性格と法典断行派と延期派の法典論争の紹介であった。それは，星野通が執
筆した「創立30周年記念論文集」掲載の「旧民法典人事編の性格について（再
び慶應大学中村教授に答ふ）」の平易な解説であり，また，星野通の年来の民
法典論争－人事編の近代家族法的性格をめぐる自然法学対歴史法学の法理戦，
保守主義対近代ブルジョア自由主義の思想戦・イデオロギー戦－の紹介であっ
た。そしてこのジュリスト論文の末尾で，中村教授を名ざしてはいないが，「近
時旧民法典は三一年民法にまさる封建家父長的法律であり，民法典論争も本来
封建的性格の旧法典人事編を国情に合わないヨーロッパ的家族法なりとして握
りつぶし，条約改正を失敗に終わらしめんとする一部改約反対政治家と条約改
正論者との間に展開された政治的意図の論争であり，本質的には法理戦思想戦
でなかったと説く学者がいる。このような単なる政治的意味の論争であるか，
或は政治的論争的或は派閥的側面を持ちつつなお本質的には法学戦的イデオロ
ギー戦的性格の論争なるかは今後の研究によって明らかになるであろう」（35
頁）と述べている。このような，ジュリストでの中村菊男批判が星野＝中村論
66）『松山商大新聞』第53号，1953年11月20日。簡略したものが『五十年史』277頁。
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争に拍車をかけことになる。
1954年3月上旬，大学第3回卒業式が挙行され，226名が卒業した。67）
1954年3月20日，伊藤学長が理事会により再任された。このとき，67歳で
あった。
6）1954（昭和29）年度
本年度の校務体制は，前年度と同様で，事務局長は増岡喜義，教務課長は大
田明二，学生課長は大野武之助，庶務課長は菊池金二郎が続け，再任の伊藤学
長を支えた。星野通は図書館長を続けた。また，学校法人面では，星野は大鳥
居と共に理事を続け，伊藤理事長を支えた。
本年度の入試が3月中旬に行なわれ，志願者は978名であった。そして，334
名の合格者を発表した。競争率は2．9倍であった。68）そして，4月，入学式が
挙行された。
星野通は『松山商大論集』第5巻第1・2号（昭和29年6月）に「明治23
年民法人事編性格論争に対する慶應大学手塚教授の批判に答えて」を掲載した。
それは，慶應大学手塚豊教授が同法学部の『法学研究』第26巻第10号，第
27巻第6号，8号（昭和28年10月，29年6月，8月）の3回にわたり「明
治23年民法（旧民法）における戸主権－その生成と性格－」を連載し，その
なかで星野通を批判していたので，それへの反論の書であった。その大要は次
の如くである。
「㈠ はしがき
手塚教授は中村教授と同じグループの人で，その拙論批判は純粋な第
三者的立場にたった批判とは思われないので，そのお答えも同グループ
67）文部省への『松山商科大学（経済学部，経営学部）設置認可申請書類』（1961年9月7
日）より。『六十年史（資料編）』では227名，『温山会名簿』では236名。
68）『松山商大新聞』第55号，1954年5月20日。
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の人達への反論駁論の形となろう。
㈡ 本論
⑴ 手塚氏への総括的疑問
手塚氏は今回の論文で明治23年民法典人事編中，とくに前近代的
香りが高い戸主権制とその周辺の問題のみを論点として捉えられ，
明治23年民法と31年民法の両法典の戸主権は大同小異でその半封
建的性格の類似性を述べられているが，私は明治23年法典は戸主権
制のみならず，法典構造形式，親族概念，親族範囲など法典各部に
対する分析により，同法典人事編の近代的要素の優位性を結論して
おり，全く正反対である。
手塚氏のごとく，戸主権制の一点で人事編全体の性格を果して正
確に捉えられるか，それだけで23年民法と31年民法が共に封建的
という結論がでるか？ やはり人事編の綜合的分析の上にたっての
み，私見に対する公平厳正な批判が可能であろう。
⑵ 家族の婚姻について，明治31年民法では婚姻要件に違反する婚姻
について戸主に取消請求権が与えられているが，明治23年民法には
与えられておらず，戸主権は著しく弱い。手塚教授はこの点を何故
不問に附せられるのか？
⑶ 戸主の家族居所指定権について，それは強力なる拘束的封建的支
配のメルクマールであり，明治31年民法で明文化されているが，明
治23年民法では設けていない。
⑷ 戸主の許諾を得ないで婚姻をなし婦をいれた男子が一家を新立す
ることについて，中村教授と同じく手塚教授は制裁的な意味を持つ
「追放」と言うが，寡聞にして両教授の外にこのような解釈を聞いた
ことがない。明治23年民法の「一家新立」は戸主権よりの解放であ
り，婚姻の自由を認めたものである。
⑸ 戸主無許諾で婚姻，養子縁組をなし，他家に入った者に対し，戸
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主がなす復籍拒絶権行使期間について，明治23年民法は「復籍の事
由を知りたる時より1ヶ月以内」，31年民法は「婚姻又は養子縁組
の日より1年以内」に復籍を拒み得ると規定しているが，どちらが
より多く身分拘束的であるか？ 明治23年民法は復籍の事由（離婚
等）発生しない限り復籍拒否できないのに対し，明治31年民法は婚
姻後1年以内に早くも実家復帰拒否を永久に宣言でき，こちらの方
がはるかに制裁的であると思う。
⑹ 明治23年民法の小家族的性格について，私は明治23年民法人事
編243条が「家族とは戸主の配偶者及びその家にある親族姻族を言
う」という規定から相当夫婦中心のヨーロッパ家族的性格を有して
いると年来主張しているが，手塚氏は「戸主とは一家の長をいう」を
強調し，「家族とは戸主の配偶者…」部分を軽視され，明治23年民
法も31年民法も同義だと解釈されている。そして私の見解を「旧民
法の進歩性の色眼鏡でみた歪曲理論」（126頁）と非難されるが，手
塚教授こそ「旧民法保守性の色眼鏡で」（126頁）みている。
⑺ 戸主扶養義務順位について，手塚教授は明治23年民法の戸主扶養
義務の順位を第1位配偶者，第2位戸主，第3位直系親族としてい
るが，筆者は明治31年民法と同様に23年民法においても戸主は直
系親族より後順位の義務者と考えている。いずれの論が正しいかは
俄かには判断できないが，それが戸主の家族にたいする封建的支配
に何の関係があるのか。
以上，明治23年民法が31年民法より進歩的性格，近代的性格はあき
らかであろう。手塚教授がいやしくも論争に対する公平な第三者ならば，
戸主権の問題だけでなく，視野を広くして批判を行なわれるべきではな
いか。仮に中村教授の代弁者として反論しているならば全論点について
分析批判があってはじめて公平な第三者批判，真の批判になるのでない
か（1954，11，20）」69）
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この星野の手塚豊への反論文について，少し，コメントしよう。
①手塚論文の大要は，旧民法の「第一草案」（明治21年10月）を分析し，
第一草案は夫婦，親子中心の近代西洋民法の構成であり，戸主権は片鱗も
ない，近代的進歩的なものであったが，その後の法律取調委員会，元老院
の審議をへて，修正が施され，保守化し，戸主権，長子単独相続制を主柱
とする家族制度が条文化されたこと，旧民法と明治民法の戸主権は「大同
小異」「両法典の半封建的性格の類似制」を主張したものである。手塚論
文が今までほとんど考察されなかった第一草案を分析したことは，民法編
纂過程の研究における大きな貢献であり，私も高く評価されるべきだと思
う。
②それに対し，星野は「明治民法がその成立過程において逐次保守化の一路
を辿りはしたが，しかもなお最後まで全体としては進歩的性格を喪失しな
かった」（127頁）と片づけるのみで，戸主権について手塚論文に嚙み合っ
た反論をせず，単に従来の自説を繰り返し述べるにとどまっており不満が
残る。
③また，明治23年の旧民法の人事編は，近代性と封建性の妥協・調和・二
元的性格があるのに，星野は手塚の「半封建的性格」説への反論の余り，
専ら「進歩的性格・近代的性格」のみを摘出・強調しているのは，結果と
して旧民法の半封建的側面の軽視につながり，問題であろう。
12月16日，教授会を開き，来年度から単位制度の改革を実施することを決
めた。その大要は次の如くであった。①受験資格について。従来の受験資格は
履修届けを出し受講すればその年度にかかわらず受験資格が与えられたが，新
69）星野通「明治23年民法人事編性格論争に対する慶應大学手塚教授の批判に答えて『松
山商大論集』第5巻第1・2号，1954年6月（川東注：論集発刊は6月となっているが，
大幅に遅れた）。
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制度では当該年度のみとした。②卒論と演習について。卒論（4単位）と演習
1部，2部（8単位）を重視し，必修とした。もし例外的に卒論，専門演習が
履修できない場合にはその単位の2倍（24単位）を履修しなければ卒業でき
ないとした。③1年間の履修単位について。今まではなるべく42単位を超え
ないよう履修する事が望ましいであったが，新制度では1年間の履修単位は
50単位を超えて履修することはできないとした。④2年間の履修単位数につ
いて。今までは4年間を通じて140単位履修すればよかったが，今後は2年間
で65単位以上は履修しなければならない，即ち，2年間で65単位以上履修し
ていないと4年間で卒業できないことにした。そして，この新制度は新入生か
ら実施することにした。70）
12月，松山商大新聞学会が年末，教授陣等に次のようなアンケートをとっ
た。①最近の政治の動きについて，②中共貿易をどう思うか，③最近の労働攻
勢について，④最近の復古をどうみるか，⑤就職難と学生生活について，⑥学
生の恋愛をどう思うか。星野通は次のように回答している。
「①解散と総辞職いずれが正しいか，判断は難しいが，私は即時解散を
望む。今の国会議員の付替を望む。②盛況だった昔の支那貿易を回想して
正常な貿易関係の復活を望む。③今の経済状況ではボーナス闘争はやらず
に居られないだろう。経営者も可能な範囲で労働者の要求を聞くべきであ
ろう。労働者は企業経理を無視するような過当な要求で経営者を苦しめな
いように自粛することが大切だ。お互いに無理を云ったりしないでいいと
ころで折り合って貰いたい。④家父長的家族制度のような封建制度の復活
は困るが，うすれ去った美しい伝統が復活するのは嬉しい。いいもの悪い
ものが一切姿を消したのが敗戦後の日本だ。古く美しい日本の伝統よ，よ
みがえって来い。⑤学園は就職を目途とするものでないが，実社会は洗練
70）『松山商大新聞』第60号，1954年12月27日。
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された教養と専門的知識を身につけた人間を要求する。学問への沈潜こそ
は現実社会に直結する大道と考えてヒタスラ学問に生命を打ち込むように
せよ。⑥私は若い人達の恋愛を美しいと思う。だが，相手の運命を傷つけ
たり，学問の邪魔になったり，自分の将来の正しい方向を見失わせる有害
無益な恋愛をしないように」71）
1955年3月上旬，第4回卒業式が行なわれ，290名が卒業した。72）
7）1955（昭和30）年度
本年度の校務体制は，前年と同様で，事務局長を増岡喜義，教務課長を太田
明二，学生課長を大野武之助，庶務課長を菊池金二郎が続け，伊藤学長を支え
た。星野通は図書館長を続けた。また，学校法人面では，星野は大鳥居蕃と共
に理事を続け，伊藤理事長を支えた。
本年度の入試が，3月中旬に本校，京都，福岡の地にて行なわれた。募集定
員は経済，経営学科ともに各125名であった。そして，合格発表があり，4月，
入学式がなされた。
本年度から卒業論文と専門演習が必修となった。
4月，星野通は講義用の教科書『債権総論講義案』を松山商大協同組合出版
部から出版した。
6月，星野通は『松山商大論集』第6巻第2号に「再説明治23年民法人事
編性格論」（昭和30年6月）を発表した。中村菊男教授が慶應大学「法学研究」
第28巻第1号に発表した「旧民法と民法典論争」への反論の書である。星野
通はその「はしがき」で大要を次のように述べ，論争の打ち切りを宣言した。
71）同。
72）文部省への『松山商科大学（経済学部，経営学部）設置認可申請書類』（1961年9月7
日）より。『六十年史（資料編）』も290名。なお，『温山会名簿』では293名。
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「これは筆者が年来主張してきた明治23年民法人事編の進歩的諸規定を
列挙し，同法性格論を繰り返しベトーネンした小論である。中村教授的表
現をもってすれば些かの発展性のない文字の羅列かもしれないが，自論を
整理して学界諸氏によく聞いて頂くとともに，中村教授に私の言い分を全
部はっきり聞いて頂くために書いたものである。中村教授は私の全主張に
対してではなく，若干の問題について部分的に取り上げ批判されるのみ
で，私の主張全部について論議の対象にされることがなかったからであ
る。私はこの小論を最後に3年余に及ぶ同教授との論争をキッパリ打ち切
り，以後論争の当否を公平なる学界の第三者の批判に委ねたいと思う。こ
れ以上泥合戦的論争のお相手をするのは意味がないからである」
本文は，今までの星野通の明治23年民法人事編の進歩的性格を再説したも
のであり，論旨に変更はないので，内容の紹介は省略するが，その目次は次の
通りである。
「本文
⑴ 法典人事編構造形式における近代性
⑵ 伝統的親族観念の否定，ヨーロッパ法理の採用
⑶ 婚姻規定
⑷ 家族構成
⑸ 戸主権弱化
⑹ 戸主の許諾を得ないで男子たる家族が婚姻をなした場合一家が新立
される規定
⑺ 戸主に専属する権利が明治23年民法と31年民法のどちらが弱いか
⑻ 家が伝統的家制と婚姻家族との折衷である点
⑼ 財産取得編304条の問題（配偶者が最劣順位になっている規定）」
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そして，星野通の結論の大要は次の通りである。
「結論的に言って明治23年民法にも31年民法に比し一層封建的規定が
若干存在する。これは同法が新旧両要素より成立している以上，いわば当
然のことである。この前近代性については筆者はすでに検討し終わってい
る。中村教授がこと新しく持ち出した点，①婚姻，離婚について年齢の如
何を問わず許諾が必要であること，②推定家督相続人以外の家族は伝統的
家族制度の立場より養子取りを禁じられていること，③遺産相続が分割相
続でなかったことなどは，23年法が31年法に比して封建的であったこと
は鋭く指摘しなければならない。だが，これらの若干の非近代性を内包し
ながらも人事編がその各分野において封建的性格を凌ぐ多くの近代的特徴
を内包していたこと，また伝統との妥協を余儀なくされて後退を続けなが
らも戸主権規定その他において，31年民法に比し非身分的規定を内包し
ていたことは，反動保守の波高かった明治中期に生まれた法典としては相
当に近代的法典であったといえよう。ようするに，中村教授の数次に及ぶ
御批判にもかかわらず，明治23年民法人事編が31年民法を凌ぐ非封建的
身分法であるという筆者の信念は不動である」73）
6月2～5日，松山商大の学生祭が行なわれた。6月2日付けの『松山商大
新聞』第62号（昭和30年6月2日）に，星野通が病気の伊藤学長に代わって
「学生祭に寄す」の一文を寄せた。その大要は次の通りである。
「伊藤学長が御病気なので，代わって一言学生祭に寄せる言葉を述べさ
せて貰いたい。また恒例の学生祭がやってきた。今日本晴れの初夏，諸君
の情熱は爆発し，青春を謳歌する歌声は天にとどけよと味酒野にこだます
73）星野通「再説明治23年民法人事編性格論」『松山商大論集』第6巻第2号，1955年6月。
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るであろう。だが，お祭り騒ぎや催しごとに我を忘れることのみが学生祭
の目的ではないであろう。この祭典を真に意義あらしめるためには祭典を
機に，思いを学園30余年の歴史に致し，厳しい時代の風雪に耐えて偉大
な商大伝統を築き上げてきた先人を偲んで謙虚な感謝を捧げると共に，こ
の偉業を継承し，更に明日への商大発展を誓うことこそ肝要事であらねば
ならないだろう。
順調な発展を遂げてきた学園であるが，険しい国情の下学園向後の発展
を阻む困難は数限りなくあろう。この障害を克服し，商大百年の発展を期
するために学問への憧憬，研究への情熱，学園愛など商大生としての真の
自覚を持つ学生諸君と教員団の密接な結びつきによる学問尊重，人間練成
の努力こそ何よりも必要であろう。松山商大真の発展はこの平凡にして而
も困難なる目的への絶えざる努力によってよく達成されるのである。諸君
今こそ思いを先人の偉業にはせ，松山商大をして真に天下第一級の学園の
場，学究の府たらしめるよう，ガッチリスクラムを組んで前進することを
誓おうではないか」74）
9月，伊藤理事長は，体育の教員として田辺義治を講師として採用してい
る。75）
11月8日，伊藤秀夫理事長は，教員の免許状授与の所要資格を得させるた
めの課程認定の申請（中学校の職業，英語，高等学校の商業，英語）を文部省
に行なった。
1955（昭和30）年，月日は不明だが，伊藤学長は脳軟化症を患い，軽い言
語障害で臥せった。しかし，その後快方に向かっている。76）
74）『松山商大新聞』第62号，1955年6月2日。
75）田辺義治は1911年1月15日生まれ，日本体育会体操学校高等科卒，愛媛県立松山中学
校，松山東高等学校教諭を務めていた。
76）『松山商大新聞』第68号，1956年1月22日。
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星野通は12月，『松山商大論集』第6巻第4号（昭和30年12月）に「明治
二三年民法と明治三一年民法（中村教授に答え中村教授にきく）」を発表した。
それは，また，中村教授が慶應大学『法学研究』第28巻第10号（昭和30年
10月）に「旧民法と明治民法－星野通教授を駁す－」を発表したので，それ
への反論書であった。星野通はその「はしがき」で，さきに筆者は中村教授と
の論争の打ち切りを宣言したが，その後中村教授が発表した論文には到底承服
できない部分が少なくなく，かつ筆者が説明していただきたいとお願いした重
要争点を全く黙殺して回答されていないので，筆者としても浮かばれないの
で，敢えてこの小論を書いた。以下，2，3御回答願いたい，と述べている。
本文の大要は次の通りである。
「本文
㈠ 明治31年民法に戸主の家族居所指定権ならびにこれに伴う家族離籍
権規定があるのに明治23年民法にその規定がないこと。それは23年
民法をして31年に比し著しく非身分拘束，非封建的たらしめているの
が筆者の持論であるが，中村教授は相変わらず両方に大差なしと断言
されている。断言は自由であるが，その理由を明白に示さない限り相
手は納得しないだろう。ぜひ説明していただきたい。この戸主居所指
定権ならびにこれにともなう家族制度的な離籍権規定が幾多の家庭悲
劇を生んだ実例こそ31年民法の前近代的性格を特徴づける指標であ
る。23年民法が近代的と主張する根拠だが，中村教授は一体何と考え
られているのか？
㈡ 戸主の許諾を得ないで男子たる家族が婚姻したとき「一家を新立す」
という規定の解釈である。筆者は婚姻は天賦の自然権であって戸主の
許諾なくして家族男子が婚姻したときそれを一生活単位として承認せ
ざるをえないこと，ただし，家族男子婚姻によって家族数が増加して
戸主の負担が増大することはさけねばならない，というのが「一家新
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立」の立法理由であるが，中村教授は相変わらず，この男子追放の制
裁規定だという。だが，いまだ，その理由について説明がない。ぜひ
説明してもらいたい。
㈢ 明治23年民法は伝統的家族観念を廃し，ヨーロッパ的法理観念を導
入したこと，即ち，血族姻族配偶者を総括する統一観念たる親族を否
定し，また配偶者を相互に親族とみる不自然な慣習を一擲したことな
どは，ヨーロッパの近代法に倣っている。他方，明治31年民法や戦後
の新しい民法にさえ残っているこの親族の考え方は非近代的なもので
ある。両法親族概念に差無しと言われる中村教授に聞きたい。
㈣ 明治23年民法には婚姻取消権が戸主に与えられていない点。それは
31年民法に比し明らかに身分拘束性の稀薄なこと，近代的なことを物
語っている。この点は中村教授と雖も絶対に否定できない筈だ。にも
かかわらず両法大差ないとは省みて他をいうも甚だしい。
論争打ち切りを宣言しながら，くどい奴だと笑われる人々も沢山あ
ろう。だが，歪曲された理論とはあくまでたたかわねばならない。全
く無視されたこちらの質問にはあくまでお答えしてもらわねばならな
い」77）
この一文では，星野は明治31年民法と比較して，23年民法がいかに近代的
性格を有しているか，くどいほど強調し，またやや感情的になっていることが
がわかる。
1956（昭和31）年1月，伊藤秀夫学長は昨年から臥せっていたが，次第に
快方に向かい，現在軽い言語障害をきたしているが，散歩などを毎日の日課と
して始めている。学長の姿が学内でみられるのも遠くないであろう，と。78）
77）星野通「明治二三年民法と明治三一年民法（中村教授に答え中村教授にきく）」『松山商
大論集』第6巻第4号，1955年12月。
78）『松山商大新聞』第68号，1956年1月22日。
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星野通は『松山商大論集』第7巻第1号（昭和31年3月）に中村菊男著『近
代日本の法的形成』（有信堂，昭和31年2月）の書評を行なった。その大要は
次の通りである。
「中村菊男教授の著書はわが私法成立過程を豊富な原史料を駆使して政
治史的法制史的観点からあきらかにしたもので永く後世に残る好著の一つ
である。しかし，民法典論争の見方に大きな異論があるが，明治23年民
法性格論，明治31年民法よりも一層封建的と断定する中村氏の見解に根
本的な異論がある。著者の両法典比較論に疑問点を述べておきたい。
第1に，戸主権制の比較である。明治23年民法には31年民法に規定す
る戸主の家族に対する居所指定権ならびに家族離籍権規定がない。これこ
そ，明治23年民法をして31年民法をはるかに凌ぐ非身分的非封建的法典
たらしめているのはいやしくも親族法研究には自明の常識である。氏はこ
れを黙殺し大差ないと無造作に断定している。まことに勇敢な断定であ
り，必要な論証がなされていないことが本書の致命的ウイークポイントで
ある。
第2に，明治31年民法には公益を理由とする家族の婚姻取消権が戸主
に与えられているが，23年民法には与えられておらず，非身分拘束的非
封建的性格を特色づけることは何人も否定しえないことである。氏は不正
確極まる理論で両方大差ないと断定しているが，暴論である。
第3に，明治23年民法が血族，姻族，配偶者三者を含む統一的親族概
念を認めなかったこと，配偶者を相互に親族となすことをしなかったこ
と，等は全く近代ヨーロッパ身分法理を導入したことを示すものであり，
氏がこの著書で取り上げていないのは不可思議と云わねばならない。
第4に，明治23年民法の人事編第250条の推定家督相続人にあらざる
男子が戸主の許諾を得ずして婚姻をなしたるときは一家を新立すと規定に
関し，氏独自の滑稽な解釈に対し評者が反駁したが，氏は回答することな
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くしていつの間にか姿を消していることである。反論を待っていた筆者と
しては拍子抜けである。
第5に，明治23年民法で戸主無許可婚姻を戸主に無効請求権なき関係
上結局有効となるという点について，中村氏はこれは内縁関係だという珍
説を主張されていたが，評者の質疑に答えることなく，本書ではいつの間
にか消えている。不思議である。
以上，著者の明治23年民法は31年民法にまさるとも劣らない封建的身
分拘束的法だという論旨は充分解明されておらず，もっと推敲を重ねて出
すべきでなかったか。
付記
この書評を書き終えた後，中村教授が『法学研究』第29巻第4号に「民
法典論争の経過と問題点」という一文を発表された。この一文を読んで私
は同教授と今後論争を続けることの無意味さと愚かさを完全に知った。応
戦を覚悟していた私も今度こそは教授との応酬を一切差し控えることを再
決意した」79）
1956（昭和31）年3月に第5回卒業式が挙行され，290名が卒業した。80）
8）1956（昭和31）年度
本年度の校務体制は，事務局長は増岡喜義，教務課長は太田明二，学生課長
は大野武之助，庶務課長は菊池金二郎が続け，伊藤学長を支えた。また星野通
は図書館長を続けた。また，学校法人面では，星野通が大鳥居蕃と共に理事を
続け，伊藤理事長を支えた。
79）星野通「中村菊男教授著『近代日本の法的形成』を読む」『松山商大論集』第7巻第1
号，1956年3月。
80）『松山商科大学（経済学部，経営学部）設置認可申請書類』（1961年9月7日）より。『六
十年史（資料編）』では292名。なお，『温山会名簿』では289名。
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4月1日，伊藤学長は教職の担当として野田義高を教授として採用した。81）
また経済学科の工業政策の教員として望月清人を講師として採用した。82）また，
星野陽を研究員に採用した。83）また，安井修二を助手補に採用した。84）
さて，本年度の入試が，3月12日，13日に本校，京都，福岡の地にて行な
われた。募集定員は経済，経営ともに各125名であった。そして，合格発表が
あり，4月，入学式がなされ，経済学科220名，経営学科75名が入学した。85）
5月，星野通は『法律時報』第28巻第5号に，中村菊男著『近代日本の法
的形成』の書評を載せている。それは，さきの『松山商大論集』第7巻第1号
の転載であったが，『法律時報』の原稿のため，「私は同教授と今後論争を続け
ることの無意味さと愚かさを完全に知った。応戦を覚悟していた私も今度こそ
は教授との応酬を一切差し控えることを再決意した」という過激な文言や論争
打ち切り宣言は削除されている。
8月21日に教職課程の認可を受けた（1956年4月に遡及）。
10月に，伊藤学長は教職課程の要員として，教育心理学，青年心理学，教
育実習の担当として井出正を講師として採用した。86）
本年，伊藤学長は前年から脳軟化症を患い，言語障害が出ており，不自由な
生活を送っていた。伊藤学長は体調を崩して長期休暇に入るも，辞めると言わ
ないので，世間の批判があったようである。「増岡さんから直接聞いた話です
が，伊藤さんを，一日も早く辞めさせなければいけない，と言っていました」
81）野田義高は1895年6月21日愛媛県生まれ，1923年3月東京高等師範卒，愛媛県北予中
学校長，松山外国語短期大学教授等を歴任していた。
82）望月清人氏は1932年3月29日福岡県生まれ，1955年3月神戸大経済学研究科修了，同
年4月神戸大学助手をしていた。
83）星野陽は1929年10月21日愛媛県生まれ。星野通の長男。1956年3月九州大学大学院
史学課程を修了。
84）安井修二は1933年6月15日生まれ，1956年3月本学卒業（太田ゼミ）し，神戸大学大
学院に進学していた。
85）『松山商大新聞』号外，学園案内号，1956年4月13日。
86）井出正は1922年2月生まれ，1943年広島高等師範学校理科第1部卒，1946年広島文理
科大学教育学科心理学専攻を卒業し，愛媛県の中学，高校の教員をへて，愛媛県教育研究
所所員をしていた（退職記念号より）。
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（神森先生よりの聞き取り）。
1957（昭和32）年1月，伊藤学長は年頭所感を『松山商大新聞』第73号に
載せた。それは次の如くであった。学長最後の所感となった。
「本年は本学の就職状況は近年にない好結果を得つゝある事は，学校の
当局者として，非常に愉快な事であります。学校の卒業生の就職状況のよ
しあしを一喜一憂する事は，本来の大学の目的と必ずしも一致せぬ事かも
しれぬが，とにかく卒業生が自分の職業を得ざるは非常に遺憾とすべきも
のであって，各学校ともに就職の情況を何よりも大事と思ふのが常であり
ます。
扨本年は既に年内に百二十名を超えておりまして，それに本年の春に定
まるべき自宅営業者，大学院入学者，各種高等学校への就職者を加へます
と，来る三月末には著しくその数を増すことと存じます。この年頭所感は
吾々大学人を此の上なく喜ばしく思はせるものがあります。
これ偏えに学生の勉強によるのは申すまでもありませんが，平生からの
多数教授，其他の先生方の一致して思想的に，又学問研究上に大なる努力
を払って下さった賜でありますと共に，多数の卒業生の多年に亘り社会に
植へつけた信用の賜ものであると思います。
又一つには，今日では私立大学の公共性といふことを考へて，其の入学
するに当って，官・私の別をつける様なことは，実に馬鹿げた考えと思は
れるに至ったことである。此の公共性の豊なる大学ならば，其の本人の資
質と真面目さとによっては，有為にして且つ立派なる人格者となり得る事
は，丁度英国のパブリック・スクールの如く，なさんと思へば必ず為し得
るという事であります。これ等のパブリック・スクール又は諸々の大学
は，たとへばオックスフオード又はケンブリッジの如く英国のバックボー
ンとなれる人物を輩出せる諸学校は，最も公共性に富みたる私立学校であ
るのであります」87）
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1957（昭和32）年2月13日，伊藤学長はついに病気のため辞職した。そこ
で，星野通教授（理事）が学長職務代理に任命された。
そして，星野通学長代理の下で，学長選挙制度作りが行なわれた。具体的に
は，「事務局の木村真一郎さんが，色々と他の大学のことを調べて，候補者推
薦委員会方式により，そこで，推薦された者について有権者の投票にかける，
という原案を作りました。この時は，事務職員は，一部の役付きだけが選挙権
者でした。その後拡大して，全員選挙権を持つこととなりました」（神森智先
生より聞き取り）
3月7日，「松山商科大学学長選考規程」が制定された。推薦委員会方式で
あり，候補者3名以内を推薦する制度であった。学長選考規程は次の通りであ
る。
「第1条 松山商科大学学長（以下学長という）はこの規程の定める手続
きを経て学校法人松山商科大学が任命する。
2 学長は松山商科大学短期大学部学長を兼ねるものとする。
第2条 学長候補者の選考は次の各号の一つに該当する場合に行う。
⑴ 学長の任期が満了するとき
⑵ 学長の辞任の申し出を受理したとき
⑶ 学長が欠員となったとき
第3条 学長候補者は本学に在籍する学長及び専任かつ常勤の教授の中
から選考する。但しやむを得ない事情のある場合は学外の学識経
験者から選考することができる。
第4条 推薦委員会は学長候補者として三人以内を推薦する。
第5条 推薦委員会において学長候補者として推薦された者について単
記無記名投票により選挙を行い学長候補者選挙管理委員会（以下
87）『松山商大新聞』第73号，1957年2月7日。
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管理委員という）が当選者を決定する（以下，略）。
第6条 学長候補者の選挙に投票を行うことのできる者は規準日におい
て年齢二十年以上にして規準日までに引続き六月以上本学に在職
する学長，専任かつ常勤の教授，助教授，講師，助手，助手と同
格の研究員及び書記とする。但し投票日までに退職その他により
前項の資格がなくなった場合は投票を行うことができない。
第11条 学長の任期は就任の日から三年目の日の属する年の十二月三十
一日までとする。但し重任を妨げない。
2 前任者の任期の途中において就任した者の任期は更新され
る」88）
この学長選考選考規程に基づき，推薦委員会（教育職員7名，事務職員2
名，温山会2名）を開き，学長候補者に規程では3名以内であるが，星野通教
授1人だけを推薦した。
3月下旬，第6回卒業式が行なわれ，320名が卒業した。89）卒業式の式辞は星
野学長代理が行なったと思われるが，資料なく不明である。
3月30日，学長候補者に推薦された星野通に対する単記無記名の選挙が行
なわれ，星野教授が選出された。反対票は1票であった（神森智先生より聞き
取り）。
3月31日，伊藤秀夫前学長が退職した。
（以下，次号）
88）『五十年史』290～292頁。
89）『松山商科大学（経済学部，経営学部）設置認可申請書類』（1961年9月7日）より。『六
十年史（資料編）』では318名，『温山会名簿』では289名。
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